序　円高不況下の賃金と規模間格差の拡大
	


· 　昨年発行の「連合・賃金レポート2011」では、いくつかの重要な構造変化を伴いながら、日本の賃金水準は1998年以降低下し続けてきたことを指摘した。2010年まで13年間の低下幅は、所定内で7.1％、一時金は34.1％、年間賃金で13.6％である。
· 　本年7月発行の賃金センサス（2011年6月調査実施）を分析するにあたっては、2008年以降4年間の変化に着目してみたい。この4年間、いくつかの点で従来とはことなった動きを発見することができるようである。

· 　まず2008年はどんな年であったか確認しておこう。北京オリンピックが開催され、日本では福田康夫内閣が辞意を表明して麻生内閣が発足、アメリカ大統領選ではオバマが勝利を収めている。9月15日にはアメリカの大手証券会社リーマン・ブラザーズが経営破綻する。同月末、アメリカで金融安定法案が否決されるとともに、金融危機が全世界に拡大していった。前年のサブプライムローン問題をきっかけに始まった円高の流れは、ドルの信用不安と金融危機のなかでさらに加速、1ドル＝100円の壁を突破し、2010年には80円台、2011年には70円台をうかがう相場展開となっていった。日本の実質ＧＤＰ成長率は、2007年度は1.8％であったものが、2008年度はマイナス3.7％、2009年度はマイナス2.1％と大きく下げることになった。
· 　2008年はまた、団塊世代第一波の1947年生まれが61歳で現役を退き、団塊第二波の1948年生まれが60歳定年年齢を迎えた年でもあった。日本企業の従業員平均年齢は、長らく構造的な「高齢化」の傾向にあった。その原因は、「少子化」とともに「団塊世代」にあると考えられていた。翌2009年には団塊最終世代の1949年生まれが定年を迎えることもあり、鉄鋼業と鉄道業が2004年頃から平均年齢の低下傾向がはじまったように、日本企業従業員の「高年齢化」はピークをすぎ、「若返り」が始まることが予想されていたのである。
· 　2011年賃金センサスで第一に注目すべきは、産業計企業規模計の所定内賃金の平均値が、2009年の29万4500円をボトムとして、2010年29万6200円、2011年29万6800円と、2年連続で上昇を示したことである。所定内賃金の平均値は、2002年をピークに、徐々に低下を続けてきた。それが2010年に反転上昇を開始したのである（2-1-1表）。また賞与・一時金の平均額も、2010年（「前年に支払われた金額」が集計されているため、支払年は2009年）の79万1000円がボトムで、2011年（2010年支払）には82万4000円と、前年比3万3000円の上昇である（2-1-2表）。

· 　だからといってこの平均所定内賃金の上昇は、水準上昇が上昇したことを意味しない。パーシェ式（1997年水準＝100）で計測した産業計規模計の水準指数は、2009年93.5、2010年92.9、であり、2011年92.8であり、2010年は前年比0.6ポイントの低下、2011年は0.1ポイントの低下である（3-1表）。
· 　2010年以降の水準低下と平均賃金上昇は、労働力構成上の理由が原因と考えられる。平均年齢に着目すると、2011年の男性平均は42.3歳であり、今なお「高年齢化」が進行中である。2008年に41.7歳と、はじめて前年比0.2歳の減を記録したのであるが、2009年以降は再び上昇の傾向をたどっている。「高年齢化」が進行する大きな要因のひとつは、「定年後の勤務延長・再雇用制度」の普及であるので、その要因を取り除くため、「60歳以上を除外した平均年齢」を計算してその推移を追ってみると、2008年に前年比マイナス0.4歳の40.1歳を記録した後は再上昇し、2011年は40.4歳である（1-9表）。また「平均勤続年数」も高止まりし、下降に向かうことはなかった（1-12表）。

· 　事前の予想に反し、団塊世代がリタイアしたにもかかわらず、何故、平均年齢と平均勤続年数は下降しなかったのか。その理由は、各企業が新規採用をしぼったことにあるようである。産業計規模計の「勤続ゼロ年者比率」（60歳未満勤続ゼロ年者÷60歳未満全労働者の算式で計算。1-11表）の推移をみてみると、2006年から2008年まで9％台であったが2009年に8％台、2010年と2011年は7.5％に落ち込んでいる。「勤続ゼロ年者比率」が7％台となったのは、2000年から2003年までの4年間に次いで、二度目である。それまで増加を続けてきた「派遣労働者」がはじめて減少に転じたのは2009年（21-1表、いわゆる「派遣切り」）であるが、非正規まで含めた常用労働者の採用も抑制されていたのである。「採用抑制」は、平均年齢と平均勤続年数の上昇を意味し、「平均賃金の上昇」にもつながっている。2009年以降の平均所定内賃金の上昇は、このようにして発生したわけである。
· 　この平均所定内賃金と雇用との関連は、別の統計資料によっても裏付けることができる。図は、毎月勤労統計から作成した2000年以降の一般労働者雇用指数と所定内賃金指数の推移を示したものである（事業所規模30人以上。2012年は6月までの半期分）。2007年までは、二つの指数が相関し、雇用指数が上昇すれば、所定内賃金も上昇するという、納得的な関連が続いてきた。しかし2010年以降の様相は異なる。雇用指数は徐々に低下していたのであるが、所定内賃金指数は低下せず、2012年は上昇しているのである。
· 　本冊子の16章では、「賃金カーブ維持のための必要原資」について計測を行っている。それによれば、「高年齢化」「長勤続化」のピッチが落ち始めた2000年以降、所用原資は次第に低額になっていき、2007年と2008年にはついにマイナスの額となった。つまり「賃金カーブの維持を行っても、おつりがくる状態」なったわけである。2009年以降もマイナスの金額が続くと予想されたのであるが、再び「高年齢化」「長勤続化」が始まったため、所用原資は一挙に1000円台に跳ね上がることになった。
· 　賃金構造に目を移そう。昨年の「連合・賃金レポート」で1997年以降の構造変化として指摘したのは、つぎの９点であった。

①　所定内賃金、賞与・一時金ともに低下傾向であるが、賞与・一時金の低下幅がより大きい。
②　企業規模間の格差が拡大。特に一時金の格差拡大が顕著。
③　産業別では、小売業の低下幅が大きい。
④　部課長と非役職者の格差が拡大。
⑤　学歴間格差が拡大。
⑥　同年齢労働者の賃金分散が拡大。
⑦　東京と他地域の格差が拡大。
8 一般と短時間労働者の格差は縮小。
9 非正規労働者比率の増大。
· 　この9点のうち、役職間の賃金格差については、「非役職者」と「課長級」「部長級」の水準差は2000年から2007年にかけて急速に拡大してきたが、2008年以降「持ち合い」ないし「格差縮小」に転じている（第12章）。

· 　もうひとつの注目すべき構造変化は、男性大卒標準労働者の同年齢での賃金分散が、縮小の方向に転じたことである（第20章）。男性高卒標準労働者の賃金分散がほぼ一定であるのに対し、男性大卒労働者の賃金分散は、1990年頃からゆるやかな拡大傾向にあり、とくに2005年以降は急拡大の傾向を示していた。しかし2009年以降、その傾向は反転し、分散（格差）縮小の方向に向かっている。

· 　上記二つの格差については反転傾向を示しているが、規模間賃金格差については2009年以降、従来をうわまわるペースで拡大しつつある。2011年産業計所定内賃金の1000人以上規模と10～99人規模の差は13.8ポイントであり、2008年の9.8ポイントと比べると、3年間で4ポイントの拡大である。（6-1表）
· 　規模間の所定内賃金格差は、1990年代後半からゆるやかな拡大傾向にあったが、2004年から2008年までは拡大傾向はみられず、若干の縮小の動きさえ示していた。しかし2009年以降に反転し、急拡大の方向に向かった。2011年の13.8ポイントという数字は、1985年以降の26年間のなかでは、もっとも大きな格差である。

· 　規模間格差の拡大と関連して、この間の「賃上げ」についても触れておきたい。この3年間、毎年1％以上格差が拡大していったわけであるが、規模間の「賃上げ率」にそれだけの差があったのかといえば、そうではなさそうである。厚生労働省の「賃金引き上げ等の実態に関する調査」（賃上げゼロや賃下げもカウントしている）によれば、この3年間の大企業と中小企業の賃上げ率の差は0.4～0.5％程度であり（15-1表）、１年あたり１％以上の格差拡大はこれによっては説明できない。
· 　本冊子の15章では、パーシェ式で求められる「実際の賃金上昇率」と「理論上の賃金上昇率」の関係について考察を行っている。近年で特徴的なのは、1000人以上規模について、両者のギャップが大きくなり、2010年は1.3％、2011年には1.6％、「実際の賃金上昇率」が「理論上の賃金上昇率」を上回るまでにいたったことである。

· 　その原因としては、1000人以上規模における成果主義的賃金制度の影響が考えられる。結果（成果）に応じて昇給額が決定されるものについて賃上げ原資に含めないことがあり得るわけである。また、労使関係上の賃金交渉の対象範囲が変化したことも可能性として考えられる。
１　労働力構成
	


· 　「賃金センサス」は、「労働力構成」分析のデータとしても活用が可能な統計である。「産業別の労働者数」を知りたいということであれば、総務省統計局の「労働力調査」など他の統計の方が有用であろう。しかし「労働者の属性別分析」を行なおうとしたときは、「賃金センサス」に勝るものはない。「賃金センサス」は、性、学歴、年齢、勤続年数、役職、雇用形態別の集計が行われている、わが国唯一の統計なのである。
· 　ただし「賃金センサス」の主要な集計対象となっているのは、公務員を除いた10人以上規模企業である。5～9人規模企業については別集計となっており、10人以上規模企業と厳密に比較対照させることは難しい。したがって以下の分析は、とくに断りのない限り、民間10人以上規模企業に雇用されている、短時間労働者、臨時労働者を除いた常用労働者1952万人を対象としたものであり、5～9人規模95万人については、最終26章で扱うことにしたい。産業別の集計人員は1-1表のとおりである。なお1952万人の常用労働者のなかには、268万人のフルタイム非正規社員（契約社員、嘱託等）が含まれている。このフルタイム非正規社員と、598万人の短時間労働者については、22章と23章でみていくことになる。
· 　1-2表は、労働者がどの産業に分布しているかを1985年から2011年までについてみたものである。数字は、各年の産業計規模計を100とした産業ごと規模ごとの構成比を示しているが、製造業のウエイトが小さくなっていく傾向を読み取ることができる。1-1図はそれを示したものである。2004年まで一貫した低下傾向をたどっており、2005年から2007年までの3年間は反転上昇の傾向がみられたが、2008年以降再び低下傾向をたどっている。2011年の構成比は28.27％であり、1985年の38.95％と比較すると、10.68ポイントの低下である。事務技術労働者と生産労働者にわけてこの間の傾向をみてみると、1985年から95年の10年間は生産労働者のみ低下で事務技術労働者は横ばい、96年以降は生産労働者、事務技術労働者ともにゆるやかな低下という傾向となっている。
· 　ウエイトを高めている産業としては、情報サービス業、医療業、社会保健・社会福祉・介護の3産業をあげることができる（1-2図）。とくに「社会保険・社会福祉・介護」は、1990年以降、急ピッチで上昇傾向をたどっている。2011年の就業者は114万3900人で構成比は5.86％。1990年の1.13％と比べると、ほぼ5倍の構成比となっている。

· 　医療業も大きな上昇を示しており、構成比は1990年の4.03%から2011年の8.38%へ、2倍強の上昇である。ただし厚生労働省統計の『病院報告』では、この間の病院勤務者総数の上昇はほぼ1.4倍であり、賃金センサスの上昇率の方が相当に大きくなっているが、その理由は解明できないでいる。「近年、国立病院や自治体病院が独立行政法人や地方公営企業に改組されたことによって、賃金センサスの集計対象に含まれるようになった」ということが理由として考えられるが、実はあたっていない。というのは、独立行政法人として調査対象になったとしても「公営企業」という扱いとなり、民営企業のみを集計対象とする「医療業」集計には含まれず、「産業計・民公計」という集計表にのみ含まれることになるからである。賃金センサスの産業中分類で、公営企業も含めて集計が行われているのは、電気業、ガス業、水道業、鉄道業、道路旅客運送業の5産業のみである。
· 　1-3表と1-3図は、大企業比率（｢1000人以上規模｣比率）の推移をみたものである。産業計と製造業、小売業計で若干様相は異なっているが、産業計では92年頃までほぼ30％近辺の数字でほぼ一定傾向が続いていたが、それ以降低下傾向が始まる。ボトムは2004年で、ほぼ3ポイントの低下である。しかし2005年以降反転、上昇傾向に転じている。とりわけ小売業計で反転傾向が著しい。
· 　1-4表と1-4図は、男性比率の推移を見たものである。1993年から2001年にかけて男性比率は上昇傾向をたどったことを読み取ることができる。女性労働力比率が落ちているわけではないので、賃金センサスにみられるこの傾向は、女性短時間労働者がこの間に激増し、その結果、パートを除いた一般労働者に限定すれば、男性比率が上昇したと解釈されるべきであろう。製造業では、産業計をうわまわる勢いで男性化が進行しているが、これは「生産労働者の減少」という別の要因も働いた結果であると考えられる。
· 　ただしここでも、大企業比率と同様、2005年以降のデータで逆転傾向を発見することができる。製造業では平行線であるが、産業計では低下傾向（女性比率増大傾向）であり、産業計規模計では2011年までの7年間で、70.2から67.3へ、2.9ポイントの男性比率の減少である。
· 　伝統的に「女性職場の代表」とみなされていた産業・業種の女性比率の推移をみたのが1-5図である。繊維工業、電機、各種商品小売業（デパート・総合スーパー）、銀行業、保険業の5業種についてみているが、2004年までの傾向は、いずれも女性比率の減少が顕著である。ただし2005年以降については、とくに銀行業と各種商品小売業について、逆転上昇となっている。
· 　1-5表と1-6図は、男性労働者にしめる大卒者の比率をみたもので、全体的に高学歴化の傾向を指摘することができ、産業計規模計では1985年から2011年までの26年間で22.7％から37.1％へ14.4ポイントの上昇である。規模別にみると、上昇のピッチは大企業ほど急である。26年間の上昇幅は、1000人以上規模19.9ポイント、10～99人規模9.4ポイントである。
· 　1-6表と1-7図は、女性労働者にしめる大卒者の比率をみたものである。男性労働者を上回るピッチで高学歴化が進んでいたことがわかる。1985年から2011年までの26年間の上昇幅は、産業計規模計で4.3％から22.0％へ17.7ポイント、1000人以上規模で4.9％から32.4％へ27.5ポイントである。
· 　1-7表、1-8表は、平均年齢の推移を男女別にみたものである。1-9表、1-10表も男女の平均年齢推移を表示したものであるが、こちらの方は、60歳以上の年齢階層を除外して再計算して求めた数値である。60歳以上除外の表を別個に作成したのは、近年の定年後再雇用・勤務延長制度の普及によって平均年齢が押し上げられる傾向が顕著になっており、一般労働者の経年の傾向をみるためには、60歳以上を除外した表の方がふさわしいと判断したからである。
· 　1-8図は、産業計規模計の男女の平均年齢推移を示したものである。「全年齢」と「60歳以上除外」を対比させている。まず両者の乖離に注目すると、男性では1985年時点で「全年齢」38.6歳、「60歳以上除外」37.8歳で乖離は0.8歳であった。2011年は「全年齢」42.3歳、「60歳以上除外」40.4歳で、乖離は1.9歳に拡大している。乖離拡大は2006年頃から始まっていることが示されている。いうまでもなく2006年は、「65歳までの雇用の義務化」を盛り込んだ改正高齢者雇用安定法が施行された年である。女性についても、男性ほど顕著ではないが、2008年頃から乖離拡大傾向が始まっている。

· 　「60歳以上除外」の平均年齢推移をみると、男女とも右肩上がりの形状を描き、全体的に高年齢化が進行してきたことがわかる。とりわけ女性で急ピッチである。しかし2006年から2007年にかけて、曲線はピークに達し、2008年は男性で前年比マイナス0.4歳と、はじめて平均年齢が下がる現象が生じている。ちなみに2008年は、1947年生まれの団塊世代第一波が61歳となり、第二波の1948年生まれが60歳を迎えた年である。この年、平均年齢が前年比マイナスを記録したのは、団塊世代のリタイアが原因であり、これ以降、平均年齢は下降に向かうと思われたのである。ただし現実はそうはならず、2009年以降も、ゆるやかながら平均年齢は上昇を続けることになった。

· 　事前の予想に反して、団塊世代のリタイアにもかかわらず平均年齢が下降しなかったのは、新規採用者が大幅に減少したことが原因である。1-11表と1-9図は、60歳未満労働者総数にしめる当年採用者（勤続ゼロ年者）の比率を示したものである。全体的に小規模企業で高い比率となっているが、これは小規模企業ほど労働力の流動性が高いということである。経年の傾向をみると、1994年から2004年にかけて低い比率となっており、規模計で8％弱、1000人以上規模で5％前後の数字となっている。2005年から2007年にかけて上昇するが、2009年以降、再び急下降している。2009年以降、平均年齢が下がらなかった原因は、採用者数が減少したことに原因がありそうである。

· 　1-10図は、産業計規模計の採用者比率と有効求人倍率（全国計年平均）を重ね合わせたものである。両者は当然のことながら、きれいな相関関係を示している。採用者比率が下がった1994年から2004年にかけては「就職氷河期」といわれた時代であるが、有効求人倍率も１を大きくわりこみ、0.6前後で推移していた。2006年と2007年は１をこえるまでに回復したが、リーマンショックを経た2009年以降、再び大きく落ち込んだのである。
· 　1-12表、1-13表と1-11図は、平均勤続年数の推移を男女別にみたものである。勤続年数については、60歳未満に限定した値と全員の平均値との間に顕著な相違が見られないので、60歳未満限定版は作成していない。男性の場合、長勤続化の傾向は2001年頃がピークであり、それ以降は横ばい、ないし短期化の傾向が始まっている。一方女性では、ピークは2001～2004年である。平均年齢の下降傾向よりも早く平均勤続年数の低下が始まっており、このことは低年齢化以外の平均勤続年数を下げる要因が作用したということであり、おおいに注目される。また男性の勤続年数が、2009年にいったん下降した後、2010年以降再上昇し始めているのは、この時期の「勤続ゼロ比率減」が原因である。
· 　1-14表は、2011年の性・学歴別の「中途採用者比率」をみたものである。ここでいう「中途採用者比率」は、30～60歳を対象とし、分母を全労働者、分子を採用年齢30歳以上労働者として算出したものである。「採用年齢」は、年齢マイナス勤続年数で計算している。全体的には、性別では男性で少なく（産業計規模計で41.6％）、女性で多い（同63.2％）傾向であり、学歴別では高学歴層ほど少ない傾向となっている。規模別では、大企業で少なく（31.2％）小企業で多く（62.8％）なっている。
· 　産業別にみると、全体的に大企業中心の業種で中途採用者比率が低い傾向にあり、電気業（4.3％）、ガス業（9.8％）、水道業（16.9％）、鉄道業（8.5％）、銀行業（17.3％）、協同組織金融業（11.5％）の6業種が20％未満の数字となっている。ほかに製造業では化学工業、鉄鋼業、電機関係、輸送用機械器具製造業が比較的小さい比率となっている。逆に多い産業をみると、道路旅客運送業が最も多く（82.2％）、社会保険・社会福祉・介護、廃棄物処理業が7割台、食料品製造業、道路貨物運送業、不動産業、宿泊業、娯楽業、医療業が6割台である。
· 　1-15表と1-12図は、中途採用者比率の推移をみたものである。全体的には2000年まで、中途採用者比率は減少の方向にあったことがわかる。しかしそれ以降、反転の傾向となっていることをはっきりとよみとることができる。とくに大企業で顕著であり、2000年の20.8％から2009年31.6％へと､10ポイントをうわまわる上昇である。この時期、平均勤続年数の低下が始まっていることも合わせて考えれば、「雇用の流動化」が大きな流れとなったということができるだろう。
· 　労働力構成について様々な角度から検討してきた。製造業比率、大企業比率の低下、男性化、高学歴化、高年齢化、長勤続化、標準労働者化というのが1980年代からの傾向であったといえる。
· 　しかしすでに指摘したとおり大企業比率の低下、男性化、女性の長勤続化、標準労働者化の傾向が、2005年以降反転している。注目すべき変化であるのだが、2005年に賃金センサスの集計方法が変更になり、いわゆる｢非正規社員｣が大きく表面化したことがその一つの理由となっていることは留意しておく必要がある（詳細は、巻末＜参考５＞参照）。非正規社員は女性中心で、勤続年数は短く、標準労働者率はきわめて低い。したがって「男性化」、「女性の長勤続化」、「標準労働者化」の傾向が反転したことは、非正規社員の表面化によってある程度説明できると思われる。また、たとえば「正社員800名、契約社員等300名」の企業が、契約社員の賃金まで報告するようになったことによって、従来の「100～999人規模」に分類されていたものが、「1000人以上規模」に分類されるようになり、その結果、流通関係を中心に大企業比率が高まったとも考えられる。
2　平均賃金
	


· 　2-1-1表と2-1図は、平均所定内賃金の推移をみたものである。産業計規模計の数字をたどっていくと、1997年まで上昇傾向、それ以降2001年まではゆるやかな上昇、2002年以降は横ばいないし低下傾向をたどっている。水準のピークは、2001年の3058百円である。企業別にみても、ほぼ同様の推移をたどっている。
· 　2010年と2011年、平均値は再上昇している（ただし、10～99人規模では低下）。産業計規模計では2009年29万4500円に対し、2010年は29万6200円で前年比プラス1700円、2011年は29万6800円で前年比プラス600円である。これは前章でみた「採用者比率減」によるものと考えられる。つまり採用者減に伴って、団塊世代のリタイアにもかかわらず平均年齢、平均勤続年数が上昇し、平均賃金を押し上げたわけである。詳細は次章にゆずるが、賃金水準が再上昇したと考えるのは誤りである。
· 　2-1-2表は、各年の平均所定内賃金を、1997年を100とした指数で表示したものである。2011年の指数に着目してみると、産業計の規模別では1000人以上規模100.5、10～99人規模96.4となっている。この14年間、1000人以上規模では0.5ポイントの上昇であったが、10～99人規模では3.6ポイントのマイナスということである。業種別にみると、金融商品商品先物取引業が162.7と際だった上昇を示し、電気業、情報サービス業、保険業、学校教育、医療業が5ポイントを上回る上昇となっている。（金融商品商品先物取引業の2011年の平均値63万2600円は、近年の50万円前後の数値と比較すると高すぎており、異常値である可能性が高い。ただしそれを差し引いたとしても指数は130前後であり、もっとも大きな上昇を示した産業であることには変わりはない。）低下幅がもっとも大きいのは道路旅客運送業で15.1ポイント、他に職別工事業、繊維工業、道路貨物運送業、飲食料品小売業、廃棄物処理業が8ポイント以上の低下となっている。
· 　2-1-3表は、産業別の平均所定内賃金を、各年の産業計企業規模計水準を100とした指数で表示したものである。2011年で125以上の高い指数となっているのは、電気業、水道業、放送業、映像・音声・文字情報制作業、航空運輸業、各種商品卸売業、金融商品・商品先物取引業、学校教育の8業種である。低い指数をみると、最低は道路旅客運送業で75.8、他に、食料品製造業、繊維工業、飲食料品小売業、宿泊業、社会保険・社会福祉・介護が80以下の指数となっている。
· 　2-2-1表から2-2-3表と、2-2図は、一時金について示したものである。ただし賃金セン
サスで集計されているのは「調査前年に支払われた金額」であり、具体的には「2011年」欄に示されているのは、2010年1月から12月に支払われた金額であることに注意する必要がある。
· 　所定内賃金では、「2001年までは上昇それ以降は下降」という傾向だったが、一時金では「1992年まで上昇、1999年まで横ばい、それ以降2004年まで下降」というグラフの形状となっている（2-2図）。1997年から2004年までの下降は産業計規模計で19.5ポイントであり、所定内賃金よりもはるかに大きな低下幅となっている（2-2-2表）。規模別では｢1000人以上規模｣12.9ポイント、｢100~999人規模｣19.5ポイント、｢10~99人規模｣26.7ポイントと、小規模企業でとくに低下幅が大きかったことがわかる。
· 　このように急速な低下を示してきた一時金であるが、2004年をボトムとして2005年以降2008年（2007年支給分）まで、この低下傾向がとまり、横ばいないし反転傾向に転じたことが注目される。産業計規模計の2008年の指数は、2004年から2.1ポイントの上昇である。前章で2005年調査から、調査方法の実質的な変更により、非正規社員がより多く参入されるようになったことを指摘した。正社員と非正規社員の賞与・一時金格差は、所定内賃金の格差よりもはるかに大きく（詳細は23章）、平均の一時金額は大きく下がるはずである。にもかかわらず2005年以降、反転の傾向を発見できるということは、正社員に限定すれば、2-2図で示される以上の反転上昇が起こったものと推測される。
· 　しかしこの反転傾向も、2009年からは再び下落傾向に転じる。とくにリーマンショックを経た2010年（2009年支給分）の下げ幅は大きく、前年比8.8ポイントのマイナスである。
· 　2-3-1表から2-3-3表は、平均年間賃金について示したものである。たとえば2011年欄に示されている数字は、2011年の所定内賃金を12倍した値に、2010年の一時金を加えた金額である。時間外手当等の所定外賃金は含まれていない。
· 　産業計規模計の平均年間賃金のピークは、所定内賃金と同じく、2001年の468万7000円である。2011年は438万5000円であり、30万2000円のダウンである。
3　賃金水準の推移
	


· 　前項では「平均賃金」の推移をみてきたが、この項では「個別賃金水準」の推移をみることにする。手法としては、「個別賃金水準比較の加重平均値」ともいうべき「パーシェ式賃金比較（性、学歴、年齢、勤続同一条件）」を用いている。なおその計算方法については、ネット掲載の＜参考１　パーシェ式による賃金比較方法＞を参照されたい。
· 　3-1表は所定内賃金、3-2表は一時金、3-3表は年間賃金についての計算結果をまとめたものである。いずれも1997年対各年の比較を行い、算出された比較指数をもって、「個別賃金水準上昇率」の加重平均値としている。
· 　3-1図は産業計規模計について、所定内、一時金、年間賃金の推移をみたものである。1985年から2011年までの26年間は、三つの時期に分けることができそうである。第1に1994年頃までの上昇期、第2は1998年までの持ち合い期、第3は1999年以降の下降期である。なお第3期については、2004年までの下降期、2008年までの持ち合いないし若干の上昇期、そして2009年以降の再下降期に細分化することもできる。
· 　所定内賃金に着目すると、1994年までは着実に上昇を続ける。94年の指数は99.1であり、85年の指数77.8と対比すると、9年間で21.3ポイントの上昇である。１年あたりほぼ2.4ポイント上昇したことになる。それ以降1998年まで、ほぼ横ばい、ないしごく緩やかな上昇の状態が続く。ピークは1997年である。1999年以降低下傾向に転じ、2004年までの6年間で4.1ポイント低下する。そして2005年以降は持ち合い期となるが、2009年以降再び低下する。対前年比は2009年がマイナス1.7ポイント、2010年がマイナス0.6ポイント、2011年はマイナス0.1ポイントである。
· 　一時金の動きはよりドラスティックである。1989年（実際の支払い年は前年の1988年。以下、同じ）から92年までは、「バブル」を背景に所定内賃金をうわまわるペースで上昇する。以後1998年までは「ゆるやかな下降期」、1999年以降は「急激な下降期」となる。2004年の指数は75.0で、ピークの1992年107.2と比較すると32.2ポイントもの下落である。
· 　2005年から2008年までは、所定内賃金は持ち合いであるが、一時金は反転上昇している。2008年の指数は78.5であり、ボトムである2004年の指数75.0と比較すると、3.5ポイントの上昇となっている。しかし2009年には再び下落し、リーマン・ショックを織り込んだ2010年（支払年は2009年）の指数は65.9で、前年度比はマイナス10.2ポイントである。2011年は若干持ち直しており、前年比プラス2.2ポイントである。
· 　年間賃金では1998年以降2004年までが下降局面となっている。７年間の低下幅は8.8ポイントである。2005年から2008年まではゆるやかな上昇傾向であったが、2009年以降再下降している。2010年の指数は86.4であり、21年前の1989年とほぼ同水準だということになる。
· 　ここでいう「同水準」とは、現在45歳の人に例をとると、21年前の24歳の時と同じ水準だということではもちろんない。21年前45歳だった人の水準と比較して同水準だということである。
· 　3-1表で、所定内賃金水準の低下がもっともきわだっている産業は、道路旅客運送業である。この産業は、1992年に103.8の指数を示した後、賃金水準を下げ続け、2009年には79.2と、17年間で24.6ポイントもの低下である。ただし2010年、2011年は水準を上昇させており、2011年の指数は87.5と、ほぼ2008年と同じ水準となっている。
4　水準推移と平均値推移
	


· 　4-1図は、2章でみた平均所定内賃金推移と、3章でみた水準推移を、産業計企業規模計について重ね合わせたものである。85年から93年頃までは、若干のギャップを生じさせながらも、ふたつがともに上昇を示してきたが、それ以降2001年までは、平均賃金は上昇、賃金水準は横ばいの傾向に転じている。2002年から2009年は、平均賃金、水準ともに下降、2010年以降は平均賃金のみ上昇というのがこの26年間の傾向である。
· 　まず1985年から1997年までの12年間についてみると、平均値は28.5％の上昇、水準指数は22.2％の上昇であり、二つの上昇率の間には6.3ポイントのギャップがある。このギャップはつぎのように理解することができる。「平均賃金は28.5％上昇した。そのうち22.2％は水準上昇によるもので、残りの6.3％は、労働力構成の変化などの賃金コスト上昇要因が働いた結果である」。
· 　１章での労働力構成の分析で、この間の傾向として、正規社員の男性化、高学歴化、高年齢化、長勤続化の四つを指摘した。四つはいずれも賃金コスト上昇要因である。上記の「6.3％」は、四つの要因が複合的に作用した結果だと考えられる。

· 　1997年以降の変化をより理解するために作成したのが4-1表である。4-1表は、1997年から2011年まで14年間の平均指数と水準指数（いずれも1997年＝100）、男性比率、男性大卒比率（全男性労働者にしめる大卒者の比率）、男性平均年齢、男性平均勤続年数の変化をみたものである。産業計規模計の数値をみると、平均値指数は99.3、水準指数は92.8となっている。つまり「水準は7.2％低下したが、労働力構成の変化による賃金コスト上昇要因が6.5％作用し、平均値の低下幅は0.7％であった」ということである。
· 　具体的なコスト上昇要因を探ると、男性比はマイナスに転じており、平均勤続年数は13.3年で変化なし。年齢は1.8歳の上昇、男性大卒比は8.5ポイントの上昇である。したがって産業計の6.2ポイントのコスト上昇は、主要には高学歴化と高年齢化によってもたらされたものといえそうである。
· 　二つの指数の関係は、産業によって様々であることもわかる。4-2図は産業計と25産業についてそれを示したものである。横軸に水準指数、縦軸に平均値指数をとっている。上にいくほど平均値上昇が大きく、右にいくほど水準上昇が大きいということである。ただしすべての産業で水準が低下しているので、水準指数が100をこえている産業はない。左にいくほど水準低下が大きいということになる。
· 　4-2図のタテ軸、平均値指数に注目すると、ほとんどの産業で100以下ないし100を若干うわまわる指数となっているなかで、情報サービス業、電気業、保険業、電機３産業が大きな指数になっていることが注目される。個別にその原因を探っていくと、まず情報サービス業は、平均年齢が4.8歳、平均勤続年数が2.8年上昇していることが大きい。1997年時点では平均年齢が33.6歳と「若い産業」であったものが、14年を経てそうではなくなり、平均コストが上昇したということであろう。

· 　保険業と電機３産業では、「男性化」が平均値上昇の大きな原因になったと思われる。両産業ともかつては代表的な「女性の職場」であったが、保険業では男性比率が1997年の31.2％から2011年の43.5％へ12.3％の上昇である。電機3産業の男性比率は5.7％の上昇である。電気業の場合は、平均年齢、平均勤続年数の上昇に加え、高学歴化という要因も働いているようである。
· 　つぎに右下の鉄鋼業と鉄道業に着目してみよう。このふたつの産業の特徴は、賃金コスト低下要因が働いているということである。鉄鋼業の場合、水準は3.5％の低下であるが、平均値はそれをうわまわる6.2％の低下である。また鉄道業は、水準低下2.3％、平均値低下はそれをうわまわる4.0％である。両産業とも成熟産業であるが、高年齢化のピークをすでに通過し、平均年齢、平均勤続とも低下の方向に向かっていることが、平均コスト低下をもたらした原因ということができる。1997年以降の14年間で鉄鋼業では1.9歳3.2年の低下、鉄道業では0.6歳1.5年の低下である。
5　産業別の賃金水準比較
	


· 　5-1表は所定内賃金、5-2表は一時金、5-3表は年間賃金について産業間の水準比較を行った結果である。計算手法としては、産業計企業規模計を基準（100）としたパーシェ式を用いている。100以下なら平均以下、100以上なら平均以上であることを示している。
· 　総計（性学歴計）の比較指数について、水準順に並べ替えてランキング形式の棒グラフで示したのが5-1図から5-3図である。所定内と年間賃金では金融商品先物取引業（証券業など）がトップであるが、一時金では各種商品卸売業（総合商社）がトップである。ただし、すでに第２章で触れたとおり、金融商品先物取引業の2011年集計値は、例年より40ポイント近く高く、異常値であると考えられ、注意が必要である。
· 　年間賃金では、この金融商品先物取引業が指数175.6と群を抜いた水準となっているが、それを除くと各種商品卸売業がトップで134.7、他に放送業、電気業、保険業、航空運輸業、石油製品・石炭製品製造業（石油精製業など）、ガス業、学校教育、医療業が115以上の指数となっている。なお学校教育と医療業は、賃金センサスでは「民営」のみの集計であり、国公立の学校や病院は含まれていない。公営の事業所を含んでいる産業は、電気業、ガス業、水道業、鉄道業、道路旅客運送業の5産業である。
· 　年間賃金水準が低位の産業に目を向けると、繊維工業が最低で指数78.0、ついで道路旅客運送業となっている。他に宿泊業、飲食料品小売業、道路貨物運送業、食料品製造業、各種商品小売業、織物衣服身の回り品小売業、印刷･同関連業、飲食店が指数90以下となっている。
· 　企業規模間の格差に目を移すと、産業計の所定内賃金では｢1000人以上規模｣107.9に対し｢10~99人規模｣94.1と、13.8ポイントの差となっている。製造業では104.2対90.3で、13.9ポイントの規模間格差である。
· 　一時金では規模間格差は大きくなる。産業計では、「1000人以上規模」126.8、｢10~99人規模｣67.2で、59.6ポイントもの格差となっている。製造業では134.0対62.3で、71.7ポイントの差で、産業計より大きな差となっている。年間賃金では、産業計111.8対89.6で22.2ポイントの差、製造業では110.5対85.7で、24.8ポイントの差である。
6　産業間規模間賃金格差の推移
	


· 　1985年から2011年まで26年間の産業別企業規模別賃金格差を追ったのが、6-1表（所定内賃金）、6-2表（一時金）、6-3表（年間賃金）である。数字は、各年の産業計企業規模計を100としたパーシェ指数（性学歴計）である。年ごとに数字が上昇している場合は、その産業の賃金水準の相対的な位置が上昇していることを示し、逆に下降している場合は、相対的な位置の下降を示している。絶対的水準の上がり下がりを示したものではない。
· 　6-1図は、年間賃金について、この25年間に特徴的な動きを示した電気業、鉄道業、銀行業水準の推移を、製造業、小売業計、総合工事業と重ね合わせたものである。まず製造業と小売業計についてみると、2000年に至るまで両者はともに95前後の水準で差はなく、ほとんど重なり合ったグラフとなっている。2001年以降、製造業は徐々にポジションをあげ、逆に小売業計はポジションを下げ、2011年には両者の間に10.5ポイントの差が存在している。
　
· 　景気感応的といわれる建設業の総合工事業賃金をみると、88年から92年の好況期に10ポイント以上上昇している。96年以降下降に転じ、2008年に至るまでその傾向が続いている。2008年の指数は93.4で、88年当時のポジションにもどったことになる。2009年、以降は若干の上昇傾向である。
· 　この間に上昇傾向をたどったのは、電気業と鉄道業である。90年台初頭からポジションをあげはじめ、2004年までに双方ともほぼ15ポイントの上昇である。2005年以降は、鉄道業は持ち合いに転じ、電気業はいったん水準が下降したものの、2010年以降は再上昇している。
· 　銀行業は1970年台から80年台にかけてポジションをあげた産業であるが、88年以降下降に転じている。2004年がボトムで、以後は下げ止まった状況が続いている。
· 　6-2図は産業計と製造業の所定内賃金について、企業規模ごとの推移をみたものである。産業計については1995年まで、1000人以上規模は右下がり、10～99人規模は右上がりで、規模間格差は縮小の方向にあったことがわかる。しかし96年以降、1000人以上規模は右上がり、10～99人規模は右下がりで、規模間賃金格差は拡大傾向に転じている。96年以降の右上がりは、とくに製造業1000人以上規模で顕著である。製造業10～99人規模は持ち合いであるが、1000人以上規模が右上がりであるため、製造業でも格差拡大傾向である。2009年以降、産業計の1000人以上規模は急速な右上がり、10～99人規模は産業計、製造業とも急速な右下がりの傾向を示し、規模間格差の急激な拡大が懸念される状況となっている。
·  6-3図は産業計と製造業の一時金について、企業規模ごとの推移をみたものである。産業計については1999年頃から格差の拡大が始まっている。製造業ではより早く、1993年頃からの格差拡大である。製造業の10～99人規模は2005年以降、右上がりに転じていたものの、2010年には大きく水準を下げている。2010年はリーマンショックの関連で、全産業で大きく水準を下げたのであるが、製造業、とりわけ製造業小企業で下げ幅が大きかったことがわかる。
· 　6-4図は、年間賃金についての1000人以上規模と10～99人規模の推移を示したものである。2008年以降、10～99人規模水準が落ち込みはじめ、規模間格差が拡大傾向にあることがわかる。また製造業1000人以上規模の水準が1995年以降上昇し、2007年には産業計1000人以上規模の水準を上回ったものの、2010年には水準を下げ、産業計の水準を下まわったことも示されている。
7　標準労働者の年齢ポイント別賃金
	


· 　7-1-1表は、男性高卒標準労働者の年齢ポイント別所定内賃金水準の推定値を「賃金センサス」のデータから算出したものである（算出方法については、＜参考２＞参照）。　「生涯賃金」についても表示しているが、これは18歳から60歳までの所定内賃金を足しあげ、12倍して求めたもので、賞与・一時金、退職手当、時間外手当については算入されていない。正確には「生涯所定内給与」というべき数字である。7-1-2表は、各産業各年齢の推計値について、産業計企業規模計を100とした比較指数を算出したものであり、7-1-3表は各産業22歳ポイントを100とした年齢指数を計算したものである。
· 　7-2-1表から7-2-3表までは男性大卒、7-3-1表から7-3-3表までは女性高卒について、男性高卒と同じ方法で算出した結果である。
· 　7-1図は、産業計企業規模計について、性学歴間の標準労働者賃金カーブを比較したものである。大卒者については50歳台前半がピークのヤマ型カーブとなっている。高卒者は、大卒者に比較すると直線的であるが、高年層ではゆるやかな上昇カーブとなっている。
· 　7-2図は、産業計男性高卒者の賃金カーブを規模別に示したものである。30歳以降で差がつき始め、｢100~999人規模｣が直線的で、｢1000人以上規模｣は55歳がピークである。｢10~99人規模｣では40歳以降、ごくゆるやかな上昇カーブとなっている。
· 　7-3図は、産業計男性大卒者の賃金カーブを規模別に示したものである。高卒者と同様、30歳以降で差がつき始め、｢10~99人規模｣は直線的で、｢1000人以上規模｣では50歳台前半、「100～999人規模」では50歳台後半ピークのヤマ型となっている。
· 　産業によって賃金カーブの形状と水準が異なることにも目を向けておこう。7-4図は、規模計の男性大卒者について、「製造業」「銀行業」「小売業計」「電気業」の賃金カーブを対比したものである。まず「小売業計」については、直線的でゆるやかな上昇が50歳台後半まで続いている。水準はもっとも低い。「製造業」では、立ち上がりは緩やかなカーブであるが、30歳以降、上昇ピッチを早め、50歳台前半でピークに達している。「銀行業」と「電気業」では立ち上がりから急カーブである。45歳までほぼ同水準であるが、それ以降の年齢で、銀行業は急激に水準を下げているのに対し、「電気業」では50歳台後半まで上昇が続き、生涯賃金レベルではもっとも高水準となっている。
8　標準労働者賃金の推移
	


· 　8-1-1表から8-1-4表までは産業計の男性高卒標準労働者について、8-2-1表から8-2-4表までは産業計の男性大卒標準労働者について、企業規模別に、1985年から2011年まで各年の推計値を算出し、その26年間の推移をみたものである。中段は1997年を100とした時系列指数である。下段は年齢指数であり、各年の22歳水準を100として、年齢間の格差を指数で表示している。
· 　年齢別賃金カーブの形状変化をみるために作成したのが8-1図と8-2図である。8-1図では男性高卒、8-2図では男性大卒について企業規模別に、1985年、1997年、2005年、2011年の賃金カーブをえがいている。
· 　まず8-2図の男性大卒からみていこう。規模別に図を作成しているが、つぎの3点を読み取ることができる。第1に、1985年から1997年にかけて、全年齢で水準が上昇していること。第2に、1997年以降に水準は下降するが、「全年齢で下がる」というのではなく、40歳までの年齢では14年間ほぼ同水準で、それ以降の年齢で低下していること（10～99人規模は若干様相が異なり、22歳を除くすべての年齢で下降）。第3に、2011年に至り、「50歳台後半で賃金が低下する」傾向、「右下がりのカーブ」となる傾向が顕著になっていること。この傾向は、1000人以上規模では1997年にすでにみられているが、規模計と100～999人規模では、1997年と2005年にはみられなかった現象である。高年者賃金抑制の動きが、一般化したということであろう。ただし10～99人規模ではその傾向は見られず、直線的上昇が50歳台後半にもみられる。
· 　8-1図の高卒者に目を移すと、まず気がつくことは、1985年時点ですべての企業規模で50歳台後半での「右下がりのカーブ」がみられることである。ただし1985年時点で「年齢58歳勤続40年の標準者」といえば、入社は終戦の年1945年ということになり、該当者もごくわずかと思われ、通常の「基幹労働者」とはやや異なった存在と考えられる。その世代の賃金水準下降傾向は、近年の「高年者賃金抑制傾向」とは違ったものとして考えるべきであろう。
· 　1997年以降の傾向としては、大卒者でみた傾向が、高卒者についてもみることができる。ただし「右下がりのカーブ」は、1000人以上規模でのみ発見でき、その下がり方は大卒者ほど大きくない。
· 　表中段の時系列指数を利用して、26年間の水準推移をみていこう。規模計高卒者（8-1-1表）について、まず1985年から1997年にかけての推移をみると、すべての年齢で水準が上昇している。上昇金額は高年齢ほど大きくなっているが、1997年を100とする85年の時系列指数をみると、18歳から30歳までは70台、35歳から55歳までは80台となっている。若年層は20％以上、中高年層は20％以下の上昇率だったということである。2011年の指数をみると、年齢が高いほど低い指数となっている。25歳は97.8で、1997年以降の低下率は2.2％、55歳は87.3で、12.7％の低下率である。

· 　規模計の大卒者（8-2-1表）をみると、高卒者と同様、1997年までは若年層の方が高い上昇率、1997年以降は高年層ほど大きな下降率となったいる。

· 　生涯賃金の時系列指数に着目して、企業規模ごとの動向をみてみよう。高卒者の1985年の指数は、規模計79.8、1000人以上規模80.2、100～999人規模80.5、10～99人規模77.1となっており、1997年までの上昇率は、10～99人規模がもっとも高くなっている。2011年の指数は、規模計90.6、1000人以上規模92.8、100～999人規模90.7、10～99人規模86.9となっており、小規模企業ほど大きな低下幅となっている。

· 　大卒者の生涯賃金では、1985年の指数は、規模計81.7、1000人以上規模80.2、100～999人規模82.0、10～99人規模81.6となっており、1997年までの規模ごとの上昇率は、ほとんど差がなかったといえる。2011年の指数は、規模計93.4、1000人以上規模94.5、100～999人規模93.2、10～99人規模88.7となっており、小規模企業ほど大きな低下幅となっている。高卒者の低下率と比べると、いずれの規模も高卒者の方が大きな低下幅となっている。
· 　生涯賃金の2008年から2011年までの変化に着目してみよう。すべて低下傾向であるが、男性高卒の3年間の低下幅は、1000人以上規模2.0ポイント、100～999人規模2.1ポイント、10～99人規模3.9ポイントである。男性大卒では1000人以上規模0.6ポイント、100～999人規模3.5ポイント、10～99人規模3.3ポイントで、中小規模企業の低下幅がおおきくなっている。
· 　「年齢指数」の推移をみてみると、高卒規模計（8-1-1表）の55歳の年齢指数は、1997年まで260を超えていたが、1998年以後次第に低下し、2011年には225.9と、ほぼ35ポイント低下している。
· 　大卒では年齢指数の低下はより顕著である。規模計（8-2-1表）の55歳では、90年代前半では320前後の指数が、2011年には267.9と、ほぼ50ポイント以上の低下である。
9　男女間賃金格差
	


· 　各産業の学歴別に男女間の賃金格差を示したのが、9-1表「産業別の男女間賃金格差」である。計算は、男性賃金を基準とし、年齢勤続年数を同一条件としたパーシェ式で行なっている。産業計企業規模計では、「所定内」の学歴計で男性100に対し女性の指数81.2と18.8ポイントの格差である。学歴別には、中卒70.7、高卒75.4、短大卒85.2、大卒86.2と、高学歴層ほど小さな格差となっている（9-1図）。
· 　9-2図は、産業計の所定内賃金と一時金について、規模別に男女間格差を示したものである。まず所定内では、｢1000人以上規模｣と｢100~999人規模｣は83前後に対し、｢10~99人規模｣は77.7で、他の規模よりもほぼ5ポイント大きな格差となっている。
· 　一時金の格差で注目すべきは、所定内賃金とはまったく逆に、小企業で小さく大企業で大きい格差になっていることである。「1000人以上規模」では76.9に対し、｢10~99人規模｣では96.6である。一時金のウエイトが大きくない小企業では、その配分が比較的平等に行われているということであろう。
· 　所定内賃金の格差を産業別にみると、建設業、製造業の生産工程部門をかかえる産業で30ポイント程度の大きな格差が存在している。15ポイント以下の小さな格差となっているのは、水道業、通信業、放送業、情報サービス業、映像・音声・文字情報制作業、鉄道業、道路旅客運送業、水運業、協同組織金融業、学校教育、社会保健・社会福祉・介護の11業種である。
· 　9-2表は、産業別の所定内賃金の男女間格差（学歴計）を1985年から2011年まで追ったものである。また9-3表は、産業計についての男女間賃金格差を規模別学歴別に追ったものである。
· 　9-3図は、所定内賃金についての男女間格差の推移を、産業計の規模別に示したものである（製造業1000人以上規模についても示しているが、その理由は後述）。2004年までの動向をみると、注目すべきは、産業計の1000人以上規模は1988年以降2000年まで右下がり傾向を示しているものの、規模計と100～999人規模、10～99人規模では右上がり傾向、つまり男女間格差の縮小傾向を示していることである。規模計でみると、1985年時点では指数73.5であったものが、90年以降上昇傾向を強め、2004年には79.5と、19年間で6.0ポイントの格差縮小である。なお2005年以降は、従来の傾向とは異なった数値となっている。規模計でも、規模別でも2004年よりも小さな数値、つまり2004年比で格差拡大を示す数値となっている。これは、今まで度々述べてきた、調査方式の変更によって非正規社員が表面化し、女性賃金が押し下げられたことによるものと考えられるが、2008年、2009年以降は再び右上がりになっている。
· 　ではこのことをもって男女間の賃金格差は縮小に向かっているかといえば、実はそうは単純な問題ではない。まず高卒者に限定したパーシェ比較を行って、格差の推移をみた9-4図である。ここでは、9-3図のような右上がり傾向は顕著なものではない。10～99人規模は若干の右上がりであるが、規模計と100～999人規模は横ばいの傾向である。9-4図は、大卒者についての推移を示したものであるが、ここでも右上がり傾向は見られず、全体的に横ばいの傾向である。
· 　高卒者（9-4図）も大卒者（9-5図）も横ばいなのに、学歴計（9-3図）では何故右上がりで格差縮小なのか。その理由は、女性労働者の学歴構成の変化である。9-6図は、全女性労働者に占める短大・大学卒業者の比率の推移を、規模別にみたものである。いずれの規模も急速に高学歴化が進行しており、規模計では1985年の18.3％から2011年の54.3％へ、36.0ポイントの上昇である。男女間の賃金格差は、高学歴層で小さく、低学歴層で大きい。学歴計でみたときの格差縮小は、実は相対的に格差が小さい高学歴層のウエイトが大きくなることによってもたらされたものなのである。
· 　以上のことをもって「男女間格差は縮小傾向にある」といってよいかどうかは、きわめて微妙な問題である。確かに学歴計でみる限り、その傾向は指摘できる。しかしそれは、高学歴層のウエイトが高まることによって生じた現象なのであって、各学歴層の格差が縮小したわけではないのである。もちろん「格差の小さい層が増大傾向にあるのだから、全体的な格差は縮小に向かっている」という指摘は誤りではないのであるが。
· 　もう一つ解かなければならない問題がある。9-3図や9-4図で、なぜ産業計の1000人以上規模は、とくに1987年から2000年までの間、格差拡大の傾向をたどったのかの問題である。9-7図は、高卒標準労働者生涯賃金の男女間格差を示したものであるが、ここではすべての企業規模が横ばい傾向で、1000人以上規模で格差が拡大する傾向はみられない。つまり1000人以上規模の標準労働者については格差拡大傾向がなく、標準者以外も対象としたパーシェ比較では格差が拡大しているわけである。このことから、1000人以上規模での格差拡大には、中途採用者が影響しているのではないかとの推測ができる。
· 　9-3図では、製造業1000人以上規模の推移も示している。製造業1000人以上規模では、横ばい傾向で、産業計1000人以上規模のような格差拡大傾向はみられない。このことから産業計1000人以上規模の格差拡大は、製造業以外のある産業の中途採用者賃金が原因となっていることになる。
· 　この「ある産業」とは、実は保険業である。保険業は、そのほとんどが「1000人以上規模」である。1000人以上規模の女性労働者にしめる保険業の比率は相当に大きく、1990年時点では17.9％、2011年で9.4％であり、しかも保険外交員を中心に中途採用者が多い。9-2表で、保険業の格差推移をみると、1990年頃には90をこえていた指数が今日では70前後で、大幅な格差拡大があったことがわかる。出来高払いの色彩が強い外交員賃金が、大きく低下したことがその原因である。つまり産業計1000人以上規模の格差拡大は、保険外交員賃金の低下が原因だったわけである。
· 　それを確かめてみたのが9-8図である。「産業計1000人以上規模」「製造業1000人以上規模」に加えて「保険業」と「保険業を除く1000人以上規模」の格差指数を示している。産業計は右下がりであるが、保険業を除くと、産業計も決して右下がりではなく、製造業1000人以上規模と同様に、ほぼ一定の格差指数であることがわかる。
10　学歴間賃金格差
	


· 　10-1表は、男性についての学歴間賃金格差を産業別業種別に計算した結果を示したものである。示されている数字は、男性学歴計を100とした学歴ごとの水準指数である。計算に際しては「パーシェ式」を使用しているが、産業別比較や男女間比較の際に用いた「年齢、勤続年数をコントロールしたパーシェ式」ではない。「勤続年数」を除外し、「年齢のみをコントロールしたパーシェ式」である。つまり同年齢の高卒者と大卒者の賃金比較をつみあげ、トータルな学歴間の差を計測しようという方法である。
· 　勤続年数を除外したのは、就学年数差があることによる。たとえば産業間や男女間の比較の場合、男女の「高卒、年齢30歳、勤続12年」の賃金を比較することは、十分意味がある作業である。しかし学歴間の比較の場合、「高卒、年齢30歳、勤続8年」と、「大卒、年齢30歳、勤続8年」の比較は、ほとんど意味をもたない。というのは「大卒、年齢30歳、勤続8年」は標準労働者であるのに、「高卒、年齢30歳、勤続8年」は４年の社外経験をもつ中途採用者であり、同一条件労働者同士の比較とは言えないからである。
· 　勤続年数を除外して比較を行うと、勤続年数も加味した比較と比べて、格差が「大きめ」に表示されるという傾向がある。たとえば産業計の「1000人以上規模」と「10～99人規模」の勤続年数も加味した所定内賃金比較では、6章で紹介したとおり、107.9対94.1、13.8ポイントの格差である。勤続年数を加味しない計算を行うと、111.7対91.1、20.6ポイントの格差となる。
· 　格差が「大きめ」になる理由は、中途採用者にある。10～99人規模企業では、1000人以上規模と比べ、中途採用者の比率は高い。したがって「同年齢の比較」は、標準労働者中心の1000人以上規模賃金と、中途採用者のウエイトが相当にある10～99人規模賃金との比較となり、格差が大きくなってしまうのである。ここでとりあげる学歴間格差も低学歴層では中途採用者比率が高く、格差が大きめに計算されることに注意する必要がある。
· 　10-1表にもどろう。所定内、一時金、年間賃金の欄は、いずれも学歴計を100とした学歴ごとの比較指数である。表の右端には「大卒高卒間格差」の欄を設けている。数字は、「大卒指数マイナス高卒指数」の算式で求めたものである。例えば産業計所定内賃金の「大卒高卒間格差」は35.3となっているが、これは所定内の大卒指数121.7から高卒指数86.4を引いて求めた数字である。全体的に一時金の学歴間格差は所定内賃金よりも相当に大きいものとなっている。
· 　所定内について、産業別業種別の「大卒高卒間格差」をみていこう。最も格差が小さいのは「郵便局＋郵便業」で2.6ポイント、他に水道業、機械器具小売業、協同組織金融業の3業種が10ポイント以下、ガス業、放送業、道路旅客運送業、各種商品小売業、廃棄物処理業の5業種が、15ポイント以下の小さな格差となっている。40ポイント以上の大きな学歴間格差となっているのは、鉱業採石砂利採取業、各種商品卸売業、金融商品・商品先物取引業、医療業の4業種である。
· 　10-2表は、1985年から2011年までの所定内賃金「大卒高卒間格差」をみたものである。また10-1図は、産業計規模計と製造業規模計の推移を示したものである。10-1図には、9章でみた標準労働者生涯賃金の「大卒高卒間格差」も合わせて示している。この間の傾向は明瞭である。1990年代の中盤まで、学歴間格差は持ち合い傾向である。しかし、1998年頃から様相は変わり、格差拡大傾向に転じる。そのピッチは製造業よりも産業計でより急で、製造業では1997年の26.0から2011年の28.4へ2.4ポイントの格差拡大であるのに対し、産業計では1997年の26.0ポイントから2011年の35.3ポイントへ、14年間で9.3ポイントの格差拡大である。
· 　同じ産業計でも、標準者の生涯賃金格差は、1997年の16.1から2011年の20.1へ14年間に4.0ポイントにとどまっていることが注目されるべきだろう。学歴間の格差拡大は、標準労働者の格差が拡大したばかりではなく、高卒者中心に標準労働者以外の層が増大したことも大きな原因となっていると考えられる。工場の海外移転や、公益企業の現業部門縮小などの要因が働いて、高卒者の「良好な雇用機会」が縮小し、不安定就業者のウエイトが増大したことが、その背景である。
11　事務技術労働者と生産労働者
	


· 　11-1表は製造業について、規模別業種（産業中分類）別に労職比率（管理事務技術労働者と生産労働者の比率）をみたものである。賃金センサスでは、鉱業、建設業、製造業の3産業について、労職別の集計が行われており、すべての労働者がそのいずれかに分類されている。（ただし役職者は、生産工程従事者も含め、管理事務技術労働者に分類されている。）
· 　表上段の生産労働者比率に着目しよう。製造業トータルの生産労働者比率は59.0％であるが、規模別では大企業で低く、小企業で高い傾向となっている。業種別で、三分の二以上の比較的高い比率の生産労働者比率となっているのは、食料品製造業、木材木製品製造業、家具装備品製造業、石油製品・石炭製品製造業、なめし革毛皮製造業、鉄鋼業、金属製品製造業である。50％以下の低い比率となっているのは、化学工業、業務用機械器具製造業、電気機械器具製造業、情報通信機械器具製造業である。
· 　11-2表は、生産労働者比率の推移を、男女別に1990年から2011年までみたものである。また11-1図は、製造業計の生産労働者比率の推移をみたものである。2005年頃までの全体的な傾向は「生産労働者比率の低下」ということができると思われるが、性別規模別の傾向をもう少し詳細に検討してみよう。まず「1000人以上規模」では、男女とも低下傾向である。｢100~999人規模｣と｢10~99人規模｣では、女性では明確な低下傾向が続いている。一方男性では、「低下」から「横ばい」の傾向にかわりつつある。また、2005年以降は、全体的に生産労働者比率が上向く従来とは異なった傾向となっている。
· 　11-2図は、製造業計の事務技術労働者と生産労働者の賃金水準推移を示したものである。所定内賃金と一時金を示しており、いずれも産業計規模計を基準とした比較指数である。所定内賃金の労職間格差は、ほぼ一定ということができる。一時金についても格差は一定である。2000年以降2009年まで、製造業一時金の相対的位置は急速に上昇しているが、それは事務技術、生産に共通していえることのようである。2010年は事務技術、生産ともに大幅なダウンである。
· 　11-3表から11-5表は、所定内、一時金、年間について、労職別に産業計規模計を基準としたパーシェ指数を示したものである。そして11-3図から11-5図は、業種別に事務技術労働者と生産労働者の性学歴計の水準の相関関係を示している。図の見方を説明しよう。タテ軸は事務技術労働者、ヨコ軸は生産労働者の水準を示している。ドットの位置が上ほど事務技術労働者の水準が高く、右に位置するほど生産労働者の水準が高いことを示している。
· 　所定内賃金についての11-3図をみてみよう。右上方に石油製品が位置しているが、事務技術、生産ともにもっとも高い水準ということである。全体的に両者の相関は強く、「一方が高く、一方は低い」という関係はみられないが、詳細にみていくと、化学、輸送機器、鉄鋼、業務用機械、飲料飼料たばこの5業種が、事務技術水準が105～110に位置しているが、その5業種の生産労働者水準をみると、最高が化学の103.2、輸送機械と鉄鋼が96前後でそれに続き、飲料飼料たばこの87.9が最低となっていることがわかる。
· 　11-4図は、一時金についての相関状況である。鉄鋼、輸送機器、化学の3業種が第2グループで、事務技術の水準はほぼ同じであるが、生産労働者の一時金水準は、化学、輸送機械、鉄鋼の順となっている。
12　役職別の人員構成と賃金
	


· 　「昇進」をめぐる昨今の状況のなかで、「昇進機会の減少」が問題視されている。それを確かめるために、役職者比率の推移を企業規模別にみたのが12-1表である。「部長級」「課長級」「係長級」「他役職」「非役職」の全従業員に占める比率を、規模別、年次別に示している。（賃金センサスでの役職別調査は、100人以上規模に限定して行われている。したがって10～99人規模まで含めた「規模計」の集計は行うことができず、「100人以上規模」がもっとも包括的な区分である。）また12-1図は、1000人以上規模と100～999人規模について、男女学歴計･年齢計の部長級比率と課長級比率の推移をみたものである。
· 　12-1図に着目すると、2005年頃まで部長級と課長級の比率が上昇してきたことがわかる。例えば1000人以上規模の部長級では、1985年の1.5％から2005年の2.7％へ1.8倍増、課長級では4.7％から7.3％へ1.5倍増である。100～999人規模でもほぼ同様の傾向を発見することができ、2005年までの20年間、企業規模を問わず、部課長ポストは増大してきたと言える。
· 　ただし2006年以降は、増大の傾向はみられない。横ばい、ないし若干の下降傾向に転じたといえそうである。
· 　「昇進機会」という観点からみるとすればどうか。12-2図は最も役職者比率が高いと思われる、男性大卒50～54歳層について、役職比率の変化を追ったものである。「部長級」「課長級」の合計は、1985年では53.9％であったものが、とくに1995年以降年々減少し、2004年では41.2％となっている。21年間で12ポイントの昇進機会減である。部課長ポストが増大したにもかかわらず昇進機会減が発生したのは、高学歴化と、団塊世代が管理職適齢期に入ってきたことが原因であろう。
· 　12-3図は、男性高卒50～54歳層について、役職比率の変化を追ったものである。大卒者ほどドラスティックではないが、ここでも1995年以降部課長比率は低下の傾向にあったことがわかる。
· 　12-2表は、役職別の平均年齢と平均勤続年数を示したものである。各役職とも、高年齢化、長勤続化の傾向である。12-4図は、産業計100人以上規模の部課長平均年齢の推移をみたものである。部長級、課長級とも1985年から2000年にかけて平均年齢は上昇し、以後は高止まり状態が続いている。いわゆる「若手のばってき人事」の兆候は発見することができない。
· 　12-3表は役職者に占める女性の比率の推移を示したものであり、12-5図は、産業計100人以上規模について、役職者に占める女性の比率の推移を示したものである。2011年時点で、部長級の5.1％、課長級の8.1％、係長級の15.3％が女性である。決して高いとはいえない数字であるが、90年以降次第に比率を高めていく傾向を読み取ることができる。
· 　12-4表は産業計100人以上規模の役職別賃金（回帰分析による推計値）を1歳キザミで示したものである。左側が男性高卒、右側が男性大卒で、推計値の他、非役職との比較指数（非役職＝100）、非役職との水準差も示している。
· 　12-6図は、高卒者の役職毎の賃金カーブを示したものである。40歳台で４本の線がほぼ平行に走っていることがわかる。50歳時点での非役職との差は、係長級4万4900円、課長級11万0500円、部長級14万6800円である。
· 　12-7図は大卒の役職別賃金カーブである。きわだった特徴は、非役職である。30歳台40歳台の昇給カーブはもっとも急で、40歳には係長を追い越し、課長賃金との水準差も、年齢とともに縮小の傾向である。これは、大卒者の場合、ポストにつかなくても相応の処遇を受ける制度がととのっているからと考えられる。
· 　12-5表と12-8図、12-9図は、100人以上規模について、非役職を基準とした役職間パーシェ比較を計算した結果を示したものである。12-8図は、所定内賃金の比較であるが、94年頃まで格差縮小、1995年から1999年まではほぼ持ち合い、2000年から2007年まで格差拡大という傾向が示されている。2000年頃からまず部長級の賃金が上昇し始め、2004年頃から課長賃金が上昇を始めている。ただし2008年以降は横ばい状態である。
· 　12-9図は、一時金についての役職間格差である。部長、課長とも2005年から2007年まで非役職との格差が拡大、2008年以降は格差が縮小する傾向となっている。
· 　2000年以降の役職間賃金格差拡大の背景にあるものは、1990年代後半以降の新自由主義、グローバリズムの風潮であろう。まず上場企業役員の報酬が上昇しはじめ、それに引きずられるように2000年頃から「部長級」が上昇を始め、2007年には146.9に達する。1997年から13.6ポイントの上昇である。「課長級」賃金まで上昇が波及するのは2004年以降であり、2007年には126.6と、1997年比で7.6ポイントの上昇である。2008年以降は景気後退のなかで、役職間格差は縮小の方向にあるが、今後は経営思想の動向を含めて注視する必要がある問題である。
13　組合員に限定した賃金の推計
	


· 　労働組合にとって「賃金センサス」のデータは、そのままの形ではなかなか使いにくいものである。使いにくい理由はただひとつ、集計されている賃金が組合員の現実の賃金やモデル賃金と比較して「高すぎる」ということである。「高すぎる」原因は、ふたつあると考えられる。ひとつは、集計対象労働者の問題。労働組合にとっての関心事は、当然のことながら組合員（非管理職）の賃金である。ところが「賃金センサス」の集計対象は被雇用者であり、そのなかには部長や課長など役員以外の管理職層が含まれている。したがって、「賃金センサス」をベースとした賃金統計は、管理職賃金が含まれている分だけ高くなってしまい、「使いにくい」ということになる。
· 　「高すぎる」もうひとつの理由は、賃金の範囲に関わる問題である。労働組合が通常考える「所定内賃金」には通勤手当は含まれていないが、賃金センサスの「所定内賃金」には、通勤手当が含まれている。
· 　この問題点を解消するために作成したのが、13-1表「組合員の年齢ポイント別賃金推計値」である。作成方法は、＜参考３＞（ネット掲載）で説明しているが、人員の範囲としては「部長」と「課長」を除外し（「係長」「その他の役職」「非役職」の合計）、賃金の範囲としては「通勤手当を除く所定内賃金」に限定して計算をおこなった結果である。13-1図では、産業計規模計の男性高卒と大卒について、全従業員賃金と組合員賃金を対比させている。
· 　2008年までの賃金センサスでは、学歴別の役職別人員構成のデータは、産業計のみ公表されていた。そのためこの「賃金レポート」でも、組合員に限定した賃金データは、産業計についてのみ推計を行ってきた。しかし2009年版から、建設業、製造業など産業大分類ごとの学歴別役職別データが公表されるようになった。したがって産業別の組合員賃金の推計も可能となり、作成したのが、13-2表から13-4表までの、「産業別の組合員標準者年齢ポイント別賃金表」である。
· 　ただし公表されている役職別データは、産業大分類のそれであり、中分類別は未公表である。したがって、例えば産業中分類の鉄鋼業と繊維工業の推計にあたっては、ともに「製造業計」の役職構成比、役職別賃金比を共通して用いていることをお断りしておきたい。
14　1歳1年ピッチの計測
	


· 　回帰分析の方法を利用して、平均的な１歳１年の賃金ピッチの平均値を計算することも可能である。計算方法は、つぎの手順である。
1 まず回帰分析を行い、１歳１年ごとの推計値を求める。
2 各ポイントについて、１歳１年上のポイントの推計値との差額を求める。
3 １歳１年差額について、実際の人員ウエイトで加重平均を行い、「平均差額」を求める。
　
· 　計算を行った賃金の種類は、前項で説明した「全従業員・通勤手当を含む所定内」と「組合員・通勤手当を除く所定内」の二つに加え、「組合員・基本賃金」を付け加えている。三つ目の「組合員・基本賃金」を計算するに当たっては、産労総合研究所のモデル賃金調査結果を活用して性学歴年齢階層別に基本給比率を推計し、「組合員・通勤手当を除く所定内」に基本給比率を掛け合わせる方法で推計を行っている。計算結果は14-1表の通りである。平均の１歳１年ピッチは、産業計規模計で「全従業員・通勤手当を含む所定内」は7024円2.32％、「組合員・通勤手当を除く所定内」は5962円2.20％、「組合員・基本賃金」で4818円2.02％となる。
· 　三つのピッチのうち、まず「全従業員・通勤手当を含む所定内」は、管理職昇進まで含めたピッチである。二つ目の「組合員・通勤手当を除く所定内」は、加齢に伴う家族手当、住宅手当など生活関連手当増高分を含めたピッチである。最後の「組合員・基本賃金」はもっとも基本的なピッチで、定期昇給と賃上げで決定される。次章で詳述するように、「組合員・基本賃金」のピッチ額率の数字を、「定昇を含む賃上げ額・率」がクリア出来るかどうかが、賃金水準（賃金カーブ）を維持できるかどうかを左右するのであり、もっとも重視すべきピッチである。
·  14-2表は、1歳1年ピッチの推移を示したものであり、上段で間差額、下段で間差率を示している。14-1図と14-2図は、規模別の「組合員・基本賃金」ピッチの額と率を図示したものである。率は一貫して低下傾向であるが、額は97年頃までゆるやかに上昇、以後は下降という傾向をたどっている。
· 　14-3表は、「組合員・基本賃金」の1歳1年ピッチを産業別に示したものである。産業別の算出を行うにあたっては、前章と同様、役職別構成、役職別賃金比は大産業別データを利用しているが、基本給比率については、産業別のデータが充分なものではないという理由から、全産業一律の数値を用いている。8000円をこえる大きな差額となっているのは、電気業、放送業、映像・音声・文字情報制作業、航空運輸業、各種商品卸売業の5産業である。
15  賃上げ率と賃金水準上昇率
	


· 　3章で、日本の所定内賃金は1997年をピークとして、低下局面にあることを指摘した。しかし「賃上げ率」をみると、1998年2.3％、1999年以降は１％台の数字となっているが、マイナスの数字になったことはない（厚生労働省「賃金引き上げ等の実態に関する調査」、産業計規模計の加重平均値）。この問題は、どう解釈すればよいのだろうか。なお、厚生労働省のこの調査で集計されている「賃金改定率」は、改定を行った企業についての平均ではなく、引き下げや、改定見送りの企業をも含めた平均値である。また100人未満規模の集計は行われていないので、本稿では10～99人規模の賃上げ率は、「100～299人規模の賃上げ率」で代用させている。
· 　まず「賃上げ率」と「賃金水準上昇率」の間に何故ギャップが発生するのかということから始めよう。これについての答えはさしあたり簡単で、「日本においては、定昇込みで賃上げ率が表示される」ことによる。「定昇込み2.5%の賃上げ」を因数分解すれば、たとえば「定昇分2％、いわゆるベア分0.5％」ということになる。１歳１年増にともなう賃金上昇分（定昇分）が2％、ベア分が0.5％、「個人別賃金（個別賃金ではない！）」の上昇は2.5％ということになる。
· 　ではこの企業の賃金水準上昇率は、いわゆるベア分0.5％であったかといえば、残念ながらそうはいいきれない。いいきれない理由は「定昇分」2.0％で１歳１年先輩の前年に支払われていた賃金水準にたどりついているかどうか、まったく保証がないことによる。もしもこの企業が、公務員と同じような「俸給表（賃金表）」を制度としてもっているならば、定昇分によって１歳１年先輩の前年賃金に追いつき、「ベア分」がそのまま賃金水準上昇分となる。しかし現実にはこのような企業はきわめて例外的であり、基本給表を持たない（持っていたとしても、年齢給部分のみ）企業が大半であろう。そして、その大半の企業における制度上の定昇額は、１歳１年の賃金差とは無関係に設定されており、しかも1歳1年の賃金差より小さい額であることが多いのである。
· 　したがってこの企業の「賃金水準上昇率」は、「定昇分を除く賃上げ率」によってではなく、「定昇込み賃上げ率」が「１歳１年の平均ピッチ」をうわまわっているかどうかで判断されなければならない。数式で表すと、つぎのとおりとなる。
「賃金水準上昇率」＝「定昇込み賃上げ率」－「１歳１年ピッチ」
· 　たとえばこの企業の平均の「１歳１年ピッチ」が2.3％であるとすれば、2.5％マイナス2.3％で、賃金水準上昇率は0.2％となる。定昇込み賃上げ率が2.3％であれば、賃金上昇率はゼロであり、2.3％を下まわる場合は、賃金水準は低下ということになる。
· 　日本全体の賃金水準に話を移そう。分析にあたり、設定する数式は、つぎのとおりであり、単位はすべて％である。
「賃金水準上昇率」＝「賃上げ率」－「１歳１年ピッチ」＋α
　賃金水準上昇率：賃金センサスの対前年パーシェ式によって求められる賃金上昇率。
賃上げ率：厚生労働省「賃金引き上げ等の実態に関する調査報告」
　１歳１年ピッチ：年齢勤続年数階級別データの回帰分析によって得られる１歳１年の平均差額。
　α：残余部分。賃上げ率にあらわれない賃金変動要素。
· 　上記式はつぎのようにも表現することができる。
「理論的賃金水準上昇率」＝「賃上げ率」－「１歳１年ピッチ」
　α＝「実際の賃金水準上昇率」－「理論的賃金水準上昇率」
α：残余部分。「実際の賃金水準上昇率」と「理論的賃金水準上昇率」の差。
· 　なお、賃上げ率との関連で「１歳１年ピッチ」を問題にする場合、前章で紹介した三つの計算方法のなかでは、「組合員・基本賃金」についてのそれに着目されるべきだろう。というのは、「全従業員・所定内賃金」をとったのでは、「管理職昇進による水準アップ」がピッチに含まれてしまうし、「組合員・所定内賃金」をとっても、「家族手当、住宅手当など、加齢にともなう生活関連手当増高分」が入り込んでしまうからである。
· 　15-1表と15-1～4図は、上記算式の関連数値を、産業計の企業規模別にまとめたものである。15-1図にそって、規模計について見ていこう。グラフには、「賃上げ率」「理論上の水準上昇率（賃上げ率マイナス1歳1年ピッチ）」「実際の水準上昇率」の3本の線が走っている。「賃上げ率」と二つの「水準上昇率」の間が「１歳１年ピッチ」となるわけである。
· 　「理論上の水準上昇率」と「実際の水準上昇率」の二つの線がほぼ重なりあっていることに、注目したい。とくに90年代後半の時期には、ほとんど重なりあう傾向となっている。それが意味するものは、「賃金水準上昇率」＝「賃上げ率」－「１歳１年ピッチ」の算式で、実際の水準上昇がほぼ説明されるということである。
· 　1000人以上規模では、全体的に「実際の水準上昇率」が「理論上の水準上昇率」を上まわる傾向となっていることにも注目しておきたい。下まわったのはこの26年間で、2002年の１回だけである。それが意味するものは、実際の賃金を押し上げるその他の要素（α）があるということである。具体的には、定期昇給とは別枠の「昇進・昇格」が一つであり、成果主義的賃金制度の影響、つまり、労使関係上、結果（成果）に応じて昇給額が決定されるものについて賃上げ原資に含めないことがあることが考えられる。また労使関係上の賃金交渉の対象範囲が変化した可能性もある。
· 　100～999人規模と10～99人規模の傾向をみると、1000人以上規模と比べてα部分が小さく、むしろ「マイナスのアルファ（「実際の水準上昇率」が「理論上の水準上昇率」を下まわる）」さえ相当数見られることが注目される。
· 　規模間賃金格差の推移にも触れておきたい。6章で、1985年から95年にかけて、企業規模間の賃金格差が縮小の傾向にあったことを指摘した。それは、この時期、中小企業で大企業より高い賃上げ率を記録したからではない。15-1表で「1000人以上規模」と「100～299人規模」の賃上げ率を追ってみると、「100～299人規模」が上まわったのは、90年と91年のわずか2回だけである。
· 　実は、中小企業の賃上げ率が大企業の賃上げ率より小さくても、規模間賃金格差の縮小は生じるのである。その理由は、大企業と中小企業の「１歳１年ピッチ」の差にある。例えば1995年のピッチは1000人以上規模が2.79％で、10～99人規模が1.97％である。賃金水準上昇率は「賃上げ率マイナス１歳１年ピッチ」であるから、賃上げ率の差0.82％以上で水準格差拡大、0.82％未満で格差縮小ということになる。95年の賃上げ率をみると、5000人以上規模2.7％、1000～4999人規模2.8％、100～299人規模2.6％と、大企業の賃上げ率の方が大きくなっている。にもかかわらずこの年に規模間格差が縮小したのは、賃上げ率の規模間の差が、ピッチの差ほど大きくはなかったからなのである。
· 　2009年以降の動きのなかで顕著なのは、15-2図が示しているとおり、1000人以上規模の「実際の水準上昇率」が「理論上の水準上昇率」を大きくうわまわる現象が生じていることである。両者の差は2010年1.3％、2011年1.6％であり、従来にもまして大きな数字となっている。先にも述べたように、近年の成果主義的賃金制度の影響や、労使関係上の賃金交渉の対象範囲が変化したことなどがその大きな要因と思われる。
16  賃金カーブ維持のための所要原資の問題
	


· 　14章と15章で1歳１年ピッチ額率を「定昇込み賃上げ額率」がクリアすることによって、賃金カーブが維持され、全体的な賃金水準も維持されることを述べてきた。本章では、そのための所要原資の問題を考えていくことにする。
· 　まず各年齢に一人ずつ在職する単純なモデルを考えてみよう。春の交渉で賃金カーブの維持が合意され、4月1日以降、社員全員が1歳先輩の前年と同額の賃金が支払われることになったとする。定年退職者１名のかわりに1名を新規採用したとすれば、一人あたりの平均上昇額が4000円であろうが、6000円であろうが、企業全体の支払総額は前年と変わりはない。つまり「賃金カーブ維持所要原資」はゼロということになる。
· 　しかし現実には、上記のような単純なモデルは存在しない。近年のわが国企業では、高齢化・長勤続化、高学歴化が進行し、相対的に賃金の高い層が増大する傾向にあった。そのためほとんどの企業において、賃金カーブを維持することは原資増をともなったのである。
· 　その所要原資を1986年から2011年の産業計規模計について計算した結果が、16-1表である。その計算方法は、2011年の例を示すと、組合員・基本賃金について、2011年度の在職者全員に2010年と同水準（1歳1年先輩に支払われていた賃金）が支払われた状態を仮定して、その平均値を求め、前年の平均値との差をもって、一人あたりの所要原資とするというものである。「前年賃金」については、賃金センサスの集計値をそのまま使用する方法もあるが、回帰後の推計値を使用した方が安定した計算結果を得られるので、その方法をとっている。
· 　16-1図は、規模計の性学歴計についての所要原資の推移を追ったものである。年ごとにかなりの変動があり傾向が把握しにくいので、3項移動平均も表示している。2000年頃までは500～2000円の幅で変動していたものが、2001年から2008年まで低下する傾向を読み取ることができる。2007年は「－361円」、2008年は「－588円」とマイナスの数値さえ示している。所要原資がマイナスということは、賃金カーブを維持しても、賃金総額は増大せず、「おつりまでくる」ことを示している。2009年以降は反転上昇し、2011年は1171円である。
· 　所要原資の決定要因をさぐるため、回帰分析を行ってみると、産業計規模計では、つぎのような式が成立することが判明した。

　　　　所要原資（円）＝502 ＋ 2041X + 2740Y
          X：平均年齢の前年比増分（60歳以上を除外した、60歳未満についての平均年齢）
　　　　　Y：平均勤続年数の前年比増分
　　　　年齢が1歳、勤続年数が１年上昇すれば、所要原資は502+2041+2740＝5283円である。また平均年齢が前年度比0.1歳増、平均勤続年数の前年度比が0.1年増であったならば、所要原資は980円ということになる。
　　　　　所要原資＝502 + 2041×0.1 + 2740×0.1
                  ＝980（円）
· 　年齢増の係数が2041に対し、勤続年数増の係数が2740ということは、所要原資決定要因としては、年齢増よりも勤続年数増が大きいウエイトだということである。また定数項が「502」ということは、年齢増、勤続年数増がともにゼロであったとしても、所要原資は502円だということである。「高学歴化による原資増分」と解釈して間違いはないであろう。

· 　このことをふまえて16-1図をみてみよう。前後の年と比較して、所要原資が異常に低い値となっている年が四つある。1988年、1992年、1998年、2002年である。16-3表は平均年齢、平均勤続年数とその前年比を示したものであるが、上記四つの年はいずれも平均勤続年数が前年度比マイナスとなっている。また1992年と1998年には平均年齢の対前年もマイナスとなっている。高年齢化と長勤続化が進行中の局面であるので、実際に平均勤続年数や平均年齢が前年度比マイナスになったとは考えにくく、統計上のぶれである可能性が高い。

· 　2005年から2009年まで、前年度比平均勤続年数は、4回マイナスを記録しており、平均年齢も１回マイナスを記録している。これは団塊世代のリタイアなど構造的な原因と考えられ、「統計上のブレ」ではないであろう。その中で所要原資は低下し、2007年と2008年はマイナスさえ記録したのである。2010年以降、団塊の最終世代である1949年生まれの世代が60歳を超え、「企業の若返り」と「賃上げ所要原資のマイナス」の時代が始まったと考えられたのである。
· 　しかし現実はその方向には進まなかった。2010年以降、団塊世代のリタイアにもかかわらず、「高年齢化」と「長勤続化」の傾向は継続したのである。本章でいう「平均年齢」は、60歳以上を除外して計算しているので、「定年後の勤務延長・再雇用」が原因となっているわけではない。原因は、リーマンショック後の円高不況のなかで、各企業が採用をしぼったことにあると考えられるのである。
17  一時金支払月数
	


· 　17-1表は、産業別に性学歴ごとの支払月数（一時金／所定内で計算）をみたものである。賃金センサスで集計されている一時金は、「調査前年1年間に支払われた金額」であり、本章で例えば「2011年の支払月数」という場合は、「2010年の年間一時金総額を、2011年6月の所定内賃金で割った値」のことであることを最初に断っておきたい。また「前年に支払われた金額」であるため、「勤続1年未満」の一時金はごく小さな額となる。したがって、支払月数の計算にあたっては、勤続1年未満層と、賃金体系が異なる60歳以上層を除外して計算を行っている。全体的な傾向としては、女性より男性で、低学歴層よりも高学歴層で高い支払月数となっている。ただし産業計の10～99人規模では、女性の方が高い支払率となっている。
· 　一時金支払月数については、産業よりも企業規模が大きな決定要素となっているようである。産業別の支払月数は、大企業比率の大きな産業で高くなる傾向となっている。
· 　17-2表は、1985年から2011年までの支払月数の推移を示したものであり、17-1図は産業計と製造業の支払率推移をみたものである。1988年から1992年まで上昇、93年以降低下傾向が始まり、とりわけ99年以降、大きな低下幅になっていることがわかる。1998年から2004年までの低下幅は、産業計規模計では3.92ヶ月から3.17ヶ月へ、0.75ヶ月である。またいずれの規模もほぼ0.7～0.81ヶ月低下している。
· 　2004年をボトムに、2005年以降2008年までわずかながら上昇に転じているようである。しかし上昇幅は、産業計規模計で、2004年の3.17ヶ月から2008年の3.29ヶ月へ、0.12ヶ月で、小幅である。2009年欄の数字は3.22ヵ月で前年比0.07ヵ月のダウンであるが、実際は2008年に支払われた数字であり、2008年9月のリーマンショックの影響は部分的にしか反映されていない。全面的に反映した2010年（2009年支払）は2.83ヶ月であり、2008年比で0.46ヶ月の急低下である。2011年は前年比で若干のプラスとなっている。
· 　製造業の動きに着目すると、2000年までは産業計と製造業の規模計はほとんど重なりあっていたが、2001年以降、次第に製造業が上回るようになる。2004年から2008年までの上昇幅は0.40ヶ月であり、産業計の0.12ヶ月を相当にうわまわっている。この間の一時金支払い率回復は、製造業主導であったことがわかる。ただし2009年以降の低下幅も大きく、産業計0.46ヶ月に対し、製造業は0.74ヶ月である。
18　時間外手当等
	


· 　18-1表は、性学歴別に、「時間外手当等」の所定内賃金に対する割合（％）を計算した結果であり、全体平均は9.1％である。賃金センサスでは「時間外手当等」という集計項目はない。ここでいう「時間外手当等」は、「決まって支給する賃金（所定外賃金を含めた例月賃金）」から「所定内賃金」をマイナスして求めた値である。
· 　時間外手当等比率は、規模別では大企業で高く、性別では男性で高く、製造業職種別では生産労働者で高く、男性の学歴別では、低学歴層で高い傾向となっている。時間外手当等比率を決めるもっとも大きな要因は「所定外労働時間」であるが、他に不払い残業や時間外割増率の問題、時間外手当の対象外である管理職の問題も絡むので、「高い時間外手当等比率＝長時間の所定時間外労働」とみなすのは早計である。
· 　産業別でもっとも高い比率となっているのは道路運送関係であり、道路貨物運送業が18.9％、道路旅客運送業が18.4％である。製造業では、石油製品･石炭製品製造業の15.6％が最高で、ついでゴム製品製造業の15.4％である。
· 　もっとも低い比率となっているのは、学校教育の2.5％であり、他に航空運輸業、各種商品小売業、娯楽業、社会保健・社会福祉・介護が5%以下の低い比率となっている。
· 　18-2表は、1985年から2011年までの推移をみたものであり、18-1図は、産業計について規模別の推移を示したものである。1990年から1994年までは下降傾向であり、以後横ばい状態が続き、2002年から緩やかな上昇傾向に移っているといえそうである。1998年以降の傾向を規模別にみると、1000人以上規模で上昇傾向はもっとも顕著であり、98年の10.4％から2008年の12.4％へ2.0ポイントの上昇である。この間、100～999人規模では0.7ポイントの上昇、10～99人規模では0.9ポイントの上昇である。
· 　2009年はいずれの企業規模も大きく落ち込み、2010年で若干回復という傾向となっている。
· 　18-2図は、賃金センサスで集計されている所定外労働時間数について、企業規模別に推移を追ったものである。毎勤統計の30人以上規模の数値とも対照させているが、当然のことながら、18-1図と同様の傾向をたどっている。
19　不平等の計測
	


· 　19-1図は、1986年から2011年までの各種所得統計について、ジニ係数を計算した結果である。「ジニ係数」は、所得分配の不平等度を計測する計算手法で、0から1までの間に分布し、値が小さいほど平等、大きければ不平等である。完全平等で全員が同一の所得なら係数はゼロ、ひとりが全所得を独占し他の構成員が所得なしの場合は、係数が１となる。
· 　図表では六つの統計から計算した結果を示している。国税庁「民間給与実態調査」は男女計の年間給与、「労働力調査」は役員を除く雇用者計の年間収入、「家計調査」は勤労者世帯の年間収入、「就業構造基本統計調査」は雇用者計の年収、厚生労働省「所得再分配調査」は全世帯の当初所得と、税・社会保険料控除年金等給付後の再分配所得、そして賃金センサスの所定内賃金（産業計、規模性学歴計）である。所得再分配調査は３年に１度、就業構造基本統計調査は５年に１度の調査なので、グラフでは未実施年を直線補完法で補っている。
· 　グラフでまず注目すべきは、93年ないし94年をボトムとしてそれ以降、全体的に右上がり傾向、いいかえれば格差拡大傾向となっていることである。例えば労働力調査では、80年代は格差拡大傾向を示していたが、90年代前半はもちあい傾向に転じていた。しかし95年以降、再び格差拡大傾向が始まり、1994年に0.387だった指数は、2001年に0.407に達している。2001年以降は持ち合い傾向である。
· 　家計調査、国税庁調査、就業構造調査でも、90年代後半からの格差拡大傾向を発見することができる。とりわけその傾向が顕著に示されているのは、厚生労働省所得再分配調査の「世帯当初所得」である。ただし国税庁調査の男女計年間給与は、2009年以降格差が縮小に向かっている。
· 　「賃金センサス」の所定内賃金に目を移すと、他の調査とは異なって、1989年以降2004年まで、一貫した右下がり傾向、つまり格差縮小傾向となっている。2005年は2004年より格差が拡大しているが、この理由は、調査方法の変更により、契約社員等の非正規社員が大きく表面化したことによるものと思われる。また2006年以降は再び右下がりの傾向となっている。
· 　なぜ他の統計では格差拡大傾向となっているのに、「賃金センサス」所定内賃金は格差縮小傾向となっているのか。その理由として二つのことが考えられる。第一は、ここで計測した「賃金センサス」の所定内賃金は、常用労働者についてのものであることである。契約社員等の非正規労働者は常用非正規労働者は含まれているが、パートや臨時労働者は含まれていない。「常用労働者に限定すれば、格差は縮小傾向」ということが考えられる。
· 　第二として、この間、常用労働者所定内賃金の年齢間格差が縮小してきたことが作用しているとも考えられる。同一年齢層では格差が拡大しながらも、高年層の賃金が抑制され、その結果、年齢間の賃金差が小さくなり、全体としての格差が縮小したのではないかという仮説である。
· 　そのことを確かめるために「賃金センサス」データによる格差分析をより詳しくみていこう。19-2表は、1989年から2011年まで、性学歴計、男性学歴計、男性高卒、男性大卒、女性学歴計について、年齢計と年齢階層別にジニ係数を計算した結果である。
· 　19-2図は、性学歴区分毎に、年齢階層計のジニ係数の推移を図示したものである。性学歴別では、男性大卒でもっとも大きな格差があり、女性学歴計がもっとも小さな格差となっている。2004年までの傾向では、性学歴計と、男性高卒は一貫した格差縮小傾向である。女性学歴計では、1994年を境に、縮小傾向が反転し、拡大に転じている。女性におけるこの変化は、長勤続化や高賃金職種に就く女性が増大したことの結果と考えられる。
· 　19-3図は男性高卒について、年齢階層別にジニ係数の推移をみたものである。30歳以上の年齢層では、1998年頃から緩やかな格差拡大傾向が始まっていることがわかる。20歳台でも2002年頃拡大に転じているようである。年齢階層別にみると格差拡大傾向であるのに、年齢計では引き続き縮小傾向が続いているのは、年齢別の賃金カーブが「ねる」傾向がつづいているため、年齢階層間の格差が縮小したことによるものと考えられる。
· 　19-4図は、男性大卒についてみたものである。年齢階層別では、高卒者と同様、20歳台も含めて、1998年ころから格差拡大に向かっている。年齢計でも拡大傾向となっているのが男性大卒の特徴である。年齢階層間の格差縮小は男性大卒者でもみられる現象であり、にもかかわらず年齢計で拡大傾向となっているのは、年齢階層内での格差拡大が高卒者を上回る相当なペースで進んでいるからと考えられる。
20　標準労働者の賃金分散
	


· 　前章で賃金の中途採用者も含めた全体的な賃金の分散（散らばり）がどういう状況にあるのかをみてきたが、本章では標準労働者についての分散状況をみていくことにする。賃金センサスでは標準労働者に限定した分散データも産業別、性学歴別に集計されているが、以下でとりあげるのは産業計の男性高卒と男性大卒の賃金分散とその推移である。前項では、賃金ランクごとの人員表からジニ係数を計算する方法をとったが、標準労働者については人員分布表は作成されておらず、5歳キザミの分布特性値（第１十分位、第１四分位、中位数、第３四分位、第９十分位）が公表されている。したがってジニ係数の方法はとることができないので、分布特性値に着目して分析を行うことにする。
· 　20-1表と20-2表は産業計の男性大卒者と高卒者について、1985年以降の特性値推移を示したものである。20-1表は規模計、20-2表は1000人以上規模についてである。第１十分位と中位数、第９十分位と十分位分散係数を表示している。（例えば100人を賃金の低い順に並べ、10人目が第１十分位、50人目が中位数、90人目が第９十分位である。十分位分散係数は、（第９十分位マイナス第１十分位）÷（中位数×２）の算式で求められる数値であり、求められた値が大きいほど大きな散らばり、値が小さいほど小さな散らばりであることを示す。）なお表示している数値は、賃金センサスの集計値そのままではなく、回帰分析によって求められた推計値である。具体的には、25、30、35、40、45、50、55の七つの年齢ポイントの集計値を、回帰分析（説明変数は、勤続年数と、その2乗、3乗）し、その結果を利用した推計値である。回帰推計値を利用することによって、原数値の異常値の影響を最小限とし、傾向をより正確に把握することができる。
· 　まず分散係数の推移を追ってみよう。20-1図の四つのグラフがそれである。Ａは産業計規模計の男性大卒、Ｂは同じく産業計規模計の男性高卒についてであり、30歳、40歳、50歳の分散係数を示している。折れ線が右肩上がりならば、その年齢での分散拡大（＝格差拡大）ということになる。まずＢ図の高卒をみると、折れ線は右肩上がりではない。年ごとの若干の変動を伴いながらもほぼ一定の傾向を見いだすことができる。それに対してＡ図の大卒の場合は、30歳はほぼ一定であるが、40歳と50歳は93年頃からゆるやかな上昇傾向を示し始め、2006年と2007年に急上昇する傾向となっている。つまり高卒者については格差拡大傾向はみられないが、大卒者の中堅以降の年齢層で格差拡大傾向がみられるわけである。ただし大卒者も、2010年と2011年は、格差縮小に転じている。
· 　Ｃ図とＤ図は、1000人以上規模について分散係数の推移をみたものである。ここでも、高卒者は一定、大卒者の中堅以降の年齢層で格差が拡大する傾向を発見することができる。ここでみている標準労働者賃金の分散は、企業規模間、産業間、企業間、企業内の分散の合成物ということができる。しかし1000人以上規模に限定しても大卒者の格差拡大傾向がみられるということは、その原因を規模間格差の拡大に帰することができないということである。
· 　前章の中途採用者など標準労働者以外も含めた格差推移の分析で、同一年齢階層内の格差は、高卒者大卒者とも1998年以降、拡大の傾向がみられる事を指摘した。しかし標準労働者に限定した分析では、高卒者については格差拡大傾向はみられなかった。したがって前章でみた高卒者の格差拡大については、中途採用者比率や非正規社員の増大など「雇用の流動化」が原因ではないかと考えられる。
· 　標準労働者賃金特性値の近年の動向をさらに理解をすすめるために作成したのが、20-2図である。Ａ図は産業計規模計の男性大卒、Ｂ図は男性大卒についてであり、いずれも1998年と2011年の年齢別特性値（第1十分位、中位数、第9十分位）を図示している。まずＢ図からみると、いずれの特性値もこの13年間の水準低下が顕著である。年齢的には、30歳までほぼ同水準、それ以降の年齢で水準低下という傾向となっている。低下幅は高年齢ほど大きい。前節で「高卒者には格差拡大傾向はみられない」ということを指摘したが、それは「賃金の上位者も下位者も均等に水準低下したため、格差拡大はなかった」ということだったのである。
· 　Ａ図の大卒者に目を移すと、2011年が1998年より水準低下していることは高卒者と同じであるが、第1十分位と中位数の低下幅に比べ、第9十分位の低下幅が小さいことが注目される。つまりこの13年間の水準低下は一様ではなく、賃金上位者は低下幅は小さく、下位者は大きかったわけである。その結果、「大卒者については格差拡大」という現象が生じたわけである。
· 　このことを1985年以降26年間の流れのなかでみてみよう。20-3図は50歳大卒、高卒の標準労働者所定内賃金の特性値推移を示したものである。Ａ図は産業計規模計、Ｂ図は1000人以上規模について示している。両図とも、94年まで上昇、以後5年間平行線状態が続き、99年頃から下降というのが全体的な傾向である。例外は6本の線のうちの最上位にある線、大卒者の第９十分位であり、99年以降も平行ないし2005年から2007年にかけては上昇傾向さえ示している。「大卒者の賃金上位者を除いてすべて水準低下」というのが、この間の賃金水準の特徴だったわけである。
	21　60～64歳層の人員と賃金


· 　この章では、定年後の再雇用者、雇用延長者の賃金実態を明らかにすることを目的として、60～64歳層の賃金をみていくことにするが、本題に入る前に、21-1図を見ていただきたい。男性大卒者の60～64歳所定内賃金を産業計と産業大分類別に示したものであるが、「医療、福祉」と「教育、学習支援業」の水準がそれぞれ74万2000円、58万7700円と、きわだって高水準であることがわかる。この２産業によって産業計の水準も押し上げられ、40万7300円と、製造業や卸小売業よりも6万円以上高い水準となっている。その2産業を除いて「医療・教育を除く産業計」の水準を計算してみると、33万8500円となり、卸小売業とほぼ同水準となる。２産業によって6万8800円水準が押し上げられていたわけである。

· 　「医療、福祉」と「教育、学習支援業」の大卒60～64歳層を考えてみると、そのほとんどは「再雇用、雇用延長者」ではなく、現役の医師や研究者、教育者と思われる。したがって「再雇用、雇用延長者」の問題を考えるこの章では、除外した方が望ましいと思われるので、以下では「医療・教育を除く産業計」の数字を主にみていくことにしたい。なお高卒者については、2産業の水準が突出しているわけではないが、比較ベースを統一するために、大卒者と同様、「医療・教育を除く産業計」の数字を主に扱っていくことにする。
· 　21-2図は、各年の賃金センサスのデータから、60～64歳層の60歳未満層に対する人員比率の推移を、産業計（医療、教育除く）の企業規模別に示したものである（男子学歴計について算出）。1987年から1993年にかけて上昇、1990年代後半は平行線をたどっていたが、2002年から再び上昇傾向が始まり、2005年以降は、急ピッチの上昇傾向となっている。2011年の男子60～64歳層比率は、規模計で7.0％、1000人以上規模4.5％、100～999人規模7.0％、10～99人規模9.9％である。

· 　2005年以降の急上昇の原因は、ひとつには「団塊世代」が60歳に達したということが考えられるが、それだけでは説明はしきれない。「65歳までの雇用の義務化」を盛り込んだ高齢者雇用安定法が2004年に改正され、2006年から施行されたことが大きな要因だと考えられる。60歳以降の再雇用、あるいは勤務延長制度の適用者が増大したことによって、60～64歳層比率は増大したのである。

· 　21-１表から21-3表までは、2011年賃金センサスから抽出した60～64歳層のデータである。21-1表は男子学歴計、21-2表は男子高卒、21-3表は男子大卒についてである。表頭のうち「人員比」は「60～64歳人員÷60歳未満人員×100」の算式で計算した値である。所定内賃金、賞与一時金、年間賃金それぞれについて、「55～59歳」と「60～64歳層」の水準と、対定年前指数（「60～64歳水準÷55～59歳水準×100」の算式で計算）を表示している。所定内賃金の「産業別指数」は、産業計規模計を100とした比較指数である。
· 　21-3図は、男性60～64歳の所定内賃金水準を比較したものである。この図から、二つのことを読み取ることができる。第一に、大卒者と高卒者の間に相当な水準差があること。1000人以上規模でとくに差は大きく、産業計で36万5000円対23万9600円、高卒者の水準は大卒者のほぼ3分の2である。

· 　第二に、企業規模間格差が小さいこと。とくに高卒者については、産業計では1000人以上規模23万9600円に対し、10～99人規模では25万2400円と、小企業の水準が大企業を上回る現象さえ生じていることが注目される。21-2表から産業ごとの高卒60～64歳水準をみていっても、設備工事業など5産業で30万円以上、道路旅客運送業と銀行業で10万円台となっている他はすべて20万円台である。このことから、男性高卒者については産業、企業規模の如何をとわず、25万円前後の社会的な相場が形成されていることが推測できる。

· 　21-4図は各種の「対定年前指数」を示したものである。「賃金の種類別」を男子学歴計についてみると、所定内賃金は68.3、賞与一時金は44.4、年間賃金は63.6という結果であった。定年後の賃金は定年前に比べ、所定内は７割弱、賞与は半分弱になるということである。

· 　所定内賃金の「対定年前指数」を学歴別にみると、大卒者69.7に対し高卒者70.7と、ほぼ同一である。
· 　企業規模別にみると、大卒、高卒とも小規模ほど大きな数値となっている。大卒者では1000人以上規模64.8に対して10～99人規模は79.9で差は15.1ポイント、高卒者では1000人以上規模58.4に対して10～99人規模は84.79で差は26.3ポイントである。この「対定年前指数」の差によって、60～64歳では規模間の水準差がなくなるわけである。

· 　このように10～99人規模の対定年前指数は高く、水準面でも1000人以上規模とほぼ同水準であることを指摘してきたが、その一つの原因として、10～99人規模の60～64層のなかに「定年前」の者が多く含まれていることを留意しておかなければならない。　厚生労働省の「平成23年就労条件総合調査」によれば、一律定年制を定めている企業のうち、定年が61歳以上の企業の割合は、1000人以上規模6.2％に対し、30～99人規模では21.3％である。
· 　21-4表と21-5図は男子学歴計の「対定年前指数」の推移を追ったものである。所定内、一時金とも1980年代が高くなっているが、これは定年年齢が55歳の企業が相当数あり、「55～59歳」賃金が押し下げられていたことによるものと考えられる。60歳定年が義務づけられた1998年以降は、年ごとに上下動はあるものの、所定内では73～74前後で平行線をたどっている。60歳以降の再雇用、勤務延長制度が普及した2005年以降も、それ以前の傾向がそのまま継続していることが注目される。従来の社会的相場を後追いする形で、60歳以降の賃金決定がなされるようになったということであろう。また2010年以降、所定内賃金の指数が70を割り込んでいることも注目すべきである。
	22　短時間労働者の人員と労働条件


· 　22-1表から22-5表までは、産業別企業規模別に短時間労働者についての集計結果をまとめたものである。「年齢」「勤続年数」「１カ月の実労働日数」「１日当たり所定内実労働時間」「１時間あたり所定内給与」「年間賞与」「労働者数」「短時間比率」について、1985年から2011年までの推移を追っている（女性製造業と男性については1985年のデータは集計されていないので、1990～2011年）。
· 　「短時間比率」は、「短時間労働者数÷（一般労働者＋短時間労働者）」の算式で求めた数字である。「増減」は、「実労働日数」「１日当たり所定内実労働時間」「短時間比率」については、「各年数値マイナス1997年数値」の式で求め、「１時間あたり所定内給与」「年間賞与」「労働者数」については1997年を100とした指数を計算している。
· 　まず「短時間比率」に着目してみよう。22-1図は短時間比率の変化を追ったグラフである。いずれの線も2004年まで右上がりの傾向をたどっていることがわかる。産業計規模計では1985年の16.8％から2004年の39.9％まで、19年間で23.1ポイントの上昇である。いわば「6人に1人」の状態から10年間で「4人に1人」の状態になり、さらに「3人に1人」「5人に2人」の状態になったわけである。
· 　もっとも大幅な上昇は卸売小売業と「1000人以上規模」であり、女性でもっともゆるやかな上昇だったのは、製造業と「100～999人規模」である。男性については、女性に比べると低い比率ではあるが、徐々に構成比が高まり、10％に達しようとしていることがわかる。
· 　22-1図で注目すべきは、2005年に短時間労働者比率が大きく減少していることである。その原因として、賃金センサスの変更があったことを指摘しておきたい。2005年調査から「正社員」と「非正社員」に分けた設問になると同時に、従来使用されてきた「パートタイマー」という用語が「短時間労働者」に置き換わることになった。これにより契約社員等の「非正社員」が一挙に表面化したことは、これまでも述べてきたが、従来「パートタイマー」に分類されてきた「労働時間が正社員とかわらないのに、時間給であった社員、いわゆる呼称パート」が、調査票記入の際に「短時間労働者」ではなく、「一般労働者・非正社員」として報告が行われるようになったことが考えられる。このことが2005年に短時間労働者比率が減少した大きな原因と思われる。
· 　22-1図で2005年以降の推移をみると、2007年以降、再び上昇を始めている。短時間労働者比率の増傾向は、2004年までよりは緩やかではあるものの、今も続いているのである。
· 　1985年から2011年にかけての、女性の年齢階層別パート比率の変化を示したのが、22-2図である。1985年当時は30歳以下の若年層では10％未満の低い比率で、それ以降40歳代にかけて上昇する。ピークは、40～44歳の29.9％であり、40歳台後半以降比率は次第に減少する。いわば短時間労働は、子育て期の主婦に特徴的な雇用形態だったわけである。
· 　この間の変化を追ってみると、35～39歳層では1985年の27.8％から2011年の36.3％へ8.5ポイントの上昇であるのに対し、18～19歳では6.1％から79.7％へ70ポイント以上の上昇、50～54歳では20.0％から45.7％へ25.7ポイントの上昇である。その結果、かつての「ヤマ型」は崩れ、20～34歳層が谷となったカーブの形状となっている。子育て期が終わったらフルタイムに復帰、あるいは労働市場からの引退という就労パターンが多数ではなくなったということである。また若年者が「正社員」の職に就くことができず、短時間の不安定な就労を余儀なくされている実態もうかがい知ることができる。
· 　男性の年齢別パート比率は22-3図のとおりである。25歳未満で短時間比率が急激に高まっているが、30歳以降の年齢では大きな変化を見せていない。
· 　22-1表に立ち戻って、他の指標を見ていこう。平均年齢と勤続年数では、産業計で95年までは上昇傾向だったが、95年以降は44～45歳5年前後の数字でほぼ一定である。ただし製造業では高年齢化と長勤続化が進行中である。
· 　1カ月の労働日数と1日あたりの労働時間では、短時間産業計規模計の女性短時間労働者について傾向をみると、減傾向が指摘できる。日数×時間で1月の労働時間を計算すると、1985年は132時間、2011年は90時間である。
· 　賃金では、賞与が大幅に減傾向となっていることが注目される。女性の産業計規模計では、95年前後までは8～9万円前後の水準だったものが以後急激に低下し、2011年の平均額は3万2100円である。一般労働者の賞与・一時金水準が大きく低下するなかで、短時間労働者については、水準低下にとどまらず、支払う制度そのものが廃止されつつあるかのようである。
· 　22-4図は、2010年の女性短時間労働者の平均時間賃金を、産業別規模別に比較したものである。産業別にみると、産業計がもっとも高い水準となっているが、これは医療、教育などの高賃金職種がそこに含まれているからであろう。産業計でみる限り、企業規模間の差はほとんどない状況である。
· 　製造業では、規模間の差が大きい。1000人以上規模966円、10～99人規模857円で、109円の差である。詳細を確かめることはできないが、同職種でこれだけの差があることは考えにくく、職種構成が規模ごとに異なっていることが原因と考えられる。飲食店宿泊業でも規模間に差があるが、1000人以上規模と10～99人規模の差は54円で、製造業ほど大きい差ではない。
· 　卸売小売業では、10～99人規模がもっとも高水準となっている。
· 　一般労働者との時給格差の推移を追ってみよう。22-6表は、女性短時間労働者（産業計・規模計）の平均時給推移を、一般労働者のそれと対比させてみるために作成した表である。短時間労働者については、産業計の他に卸売小売業（2003年までは「卸小売・飲食店」）についても表示しており、一般労働者との格差は卸売小売業について計測していることについて、まず説明しておこう。
· 　産業計の平均時給を追っていくと、2004年から2005年にかけて、大幅に上昇していることがわかる。904円から942円へ、38円4.2％の上昇である。ちなみに卸売小売業では875円から889円へ、14円1.6％の上昇である。産業計で大幅上昇したのは、2005年の調査方法の変更が大きく関係しているものと考えられる。詳細は、ネット掲載の＜参考5＞で述べているが、従来の「パートタイマー」から「短時間労働者」に名称変更を行ったことにより、医療・教育関連の高賃金職種の短時間労働者が表面化し、その結果、産業計の平均時給が押し上げられたわけである。卸売小売業も2003年までは「飲食店」を含んでいるという点で、厳密な連続性はないのであるが、「飲食店、宿泊業」と「卸売小売業」の時給差が僅少であり、産業計よりも連続性があると判断されるので、短時間労働者賃金の経年の傾向をみるにあたっては、卸売小売業を指標とすることにした次第である。
· 　22-5図は、女性短時間労働者賃金の対一般労働者平均時間賃金の比較指数を追ったものである。女性一般労働者と男性一般労働者との比較を、「時給」と「賞与を含む時給」それぞれについて行っている。まず女性一般労働者との比較指数に着目すると、2002年まで右下がりの傾向、格差拡大の傾向となっていることがわかる。「時給」では85年の72.9から02年の61.6へ、17年間で11.3ポイントの拡大であり、賞与まで含むと62.0から51.3へ、10.7ポイントの拡大である。ただし男性一般労働者との比較ではほぼ横ばい、ないしは若干の格差縮小傾向である。
· 　女性に限定した時間あたり賃金の比較では、一般と短時間の賃金格差は拡大の傾向だったと言えそうであるが、その背景には、この間に、完全週休２日制の普及など、労働時間短縮が進行したという事実があることを忘れてはならない。22-6表の最下段には、賃金センサスで集計されている「所定内実労働時間」（産業計規模計・6月の平均値）の推移が示されている。22-6図は、厚生労働省就労条件調査の集計値も合わせて図示したものである。傾向は明らかで、両調査とも1997年まで急速に減少、それ以降はもちあいないし微減状況となっている。賃金センサスでは1985年に180時間であったものが1997年には167時間と13時間の短縮、2002年には165時間である。このことから、一般労働者の時間あたり賃金の上昇の背景には、月例賃金の上昇とは別に、所定内実労働時間短縮という要因が働いていたことがわかる。
· 　22-5図でもうひとつ注目すべきは、1985年から2002年まで、短時間労働者と男性一般労働者平均時間賃金の格差は、拡大することなく、ほぼ一定であったことである。男性一般労働者の平均時間賃金にも、時短効果は働いているはずである。にもかかわらず短時間労働者との差が一定であったことは、時短効果が働いていなければ格差は縮小していたと考えられ、また一般労働者男女間の差が縮小傾向にあったということでもある。
· 　男女間賃金格差の推移についてはすでに9章で述べてきたところであるが、繰り返すと、学歴年齢勤続年数を特定した個別賃金では格差は一定であるが、平均賃金では格差は縮小している。その原因は、女性労働者の、男性を上回るペースでの高学歴化、長勤続化、高年齢化の労働力構成上の要因であった。
· 　上記の時短の影響を取り除き、「一般労働者の月例賃金と短時間労働者の時給の上昇率では、どちらの方が大きいか」という問題意識で作成したのが、22-6表の「時系列指数（1985年＝100）」の行であり、22-7図はそれをグラフ化したものである。グラフでは、短時間労働者時給の上昇率と、「女性一般労働者平均所定内賃金」、「女性高卒35歳標準労働者所定内賃金」の上昇率を比較している。まず「女性一般労働者平均所定内賃金」との比較では、まず1985年から1997年までの期間はほぼ同じ上昇率であったことが示されている。1998年以降は2002年までは「女性一般労働者平均所定内賃金」の上昇率が上回っているものの、2003年以降短時間労働者の時給が急上昇し、「女性一般平均所定内」にほぼ追いつく状況となっている。総じていえば、1985年以降2011年まで、両者はほぼ同様な時系列指数を示しているといえる。時短という要因を取り除くと、短時間時給と一般女性平均所定内賃金は、平行して上昇してきたということである。
· 　「女性高卒35歳標準労働者所定内賃金」との比較では、1985年以降一貫して短時間労働者時給の上昇率が上回っていることがわかる。1997年以降は標準労働者賃金が下降に転じているのに対し、短時間労働者の時給は上昇傾向を続けている。そのことは、高学歴化等の労働力構成上の要因を取り除けば、短時間労働者時給の方が高い上昇率であったということである。
23　雇用形態別の人員構成と賃金
	


· 　すでに何度かふれたように、2005年賃金センサスから、「正社員」と「非正規社員」について別個の集計表が利用可能となった。なお通常いわれる「非正規社員」には、パートタイマー等の短時間労働者が含まれるが、以下では、その短時間労働者を除いた、契約社員や嘱託などをさして「非正規社員」と呼ぶことにする。正確にいえば「短時間労働者を除く非正規社員」である。
· 　雇用形態別の人員比の推移は、賃金センサスによっては2005年以降の情報しか得られない。総務省の「労働力調査」から「役員を除く雇用者計」にしめる「正規の職員・従業員」「パート・アルバイト」「契約社員・嘱託その他」「派遣社員」の構成比を求めると、23-1表と23-1図のとおりとなる。男性では現時点で「正規の職員・従業員」が大多数であるが、それでも2000年以降徐々に正社員以外の比率が高まってきたことがわかる。2011年には「正規の職員・従業員」比率がはじめて8割を割り込み、79％となっている。
· 　一方女性では、正社員以外の構成比が一貫した上昇傾向となっている。とくに1997年以降、急ピッチである。正社員の構成比は2003年に5割を切り、2011年は45.1％である。
· 　2009年には前年比で正社員構成比が上昇していることにも注目しておきたい。男女計でプラス0.3ポイント、男性プラス0.7ポイント、女性プラス0.3ポイントである。その原因は、正社員が増えたことによるものではなく、正社員以外の層が減少したことに求められる。とりわけ派遣社員の減少幅は大きく、男女計で2008年の140万人から2009年の108万人へ、32万人23％の減である。「契約社員・嘱託その他」は8万人1.7％の減である。2010年と2011年はともに正社員と派遣社員は減、「契約社員・嘱託その他」と「パート・アルバイト」が増となっている。
· 　23-2表と23-2図は、同じく労働力調査から、年齢階層別の「正社員以外」比率の推移を追ったものである。男性では、各年齢階層とも2000年以降比率を増大させているが、とりわけ25～34歳層での増加傾向が著しい。2000年に5.7％であったものが、2011年には15.8％である。女性の25～34歳層は、35～44歳層や45～54歳層と比較すると「正社員以外」比率は低くなっているが、男性と同様、近年の増加傾向は著しい。1997年頃から 増加傾向が始まっており、1997年に28.4％であったものが、2004年以降は40％を超える比率となっている。
· 　23-3表は、賃金センサスのデータから、非正規社員についての各種指標を産業別男女別にまとめたものである。産業計と製造業については規模別の集計値も表示している。賃金センサスでは、産業大分類別に雇用形態別の集計が行われているが、中分類別の集計は行われていない。またこの集計表の人員、平均値はすべて60歳以上を除外し、60歳未満層について再集計を行った結果である。60歳以上を除外した理由は、定年後の勤務延長・再雇用者の影響を除外するためである。
· 　23-3表では人員、非正規比率、性別比、大卒比、平均年齢、平均勤続年数、賃金の平均値と比較指数を示している。産業別の人員では、男女ともサービス業が相当に多くなっている（23-3図）。これはこれはサービス業に分類されている労働者派遣業によるものと思われる。労働者派遣業についての分析は次章で扱うので、本章では触れないことにする。サービス業以外では、男性では製造業が断然多く、ついで卸売小売業、運輸郵便業、医療・介護が続いている。一方女性では、製造業が最も多数であるが、卸売小売業と医療・介護がほぼ匹敵する人員となっている。企業規模別では、男女とも100～999人規模が最も多くなっている。
· 　23-4図は主要な産業別に、非正規社員の年齢階層別人員数を示したものである。男性では、製造業と卸売小売業では20歳台後半、運輸郵便業では30歳台後半がピークになっていることがわかる。一方女性では、製造業は高年齢ほど人員が多くなる傾向となっている。その他の卸売小売業、医療・介護、飲食店・宿泊、生活関連サービスでは突出した階層はみられず、各階層にほぼ均等に分布する形状となっている。非正規社員の問題は、男性では若年層の問題であるが、女性ではすべての年齢階層に共通した問題だということができる。
· 　23-3表にもどって諸指標をみていくと、非正規比率（一般労働者計=100）は男性の産業計は7.0％で、宿泊業・飲食と生活関連サービスで10％台の比率となっている。女性では産業計で20.6％、宿泊業・飲食と生活関連サービス、複合サービスで30％台である。性別比をみると、産業計で男性40.5％、女性59.5％となっており、一般労働者全体の男性67.3％、女性32.7％と比較すると女性比率が相当に高くなっている。大卒比率（学歴計=100）は男性20.1％、女性12.6％であり、一般労働者全体の男性37.1％、女性22.0％と比べると、相当に低くなっている。
· 　平均賃金の比較指数（正社員=100）をみると、産業計の所定内賃金では男性63.3、女性69.5である。賞与・一時金は男性13.4、女性19.8で相当に低く、年間賃金では男性53.2、女性60.0である。産業別にみると、男女の「学術研究、専門・技術サービス業」と男性の「情報通信業」の所定内賃金で80をこえる高い指数となっているが、賞与・一時金が低いため、年間賃金ではいずれも70前後の指数である。
· 　23-4表は産業計規模計の60歳未満層について、「正社員」「非正規社員」「短時間労働者」の雇用区分別に人員と構成比を示したものであり、23-5図と23-6図はそれを図示したものである。男性では「非正規社員」と「短時間労働者」は若年層で目立つ程度であるが、女性の短時間労働者は、年齢とともに増大し、40歳以降は、正社員を上回る数となっている。「非正規社員」は、20歳から60歳まで一様に分布している。
· 　雇用区分ごとの構成比をみると、男性の場合、中堅層では95％近くが正社員である。ただし若年層では「短時間労働者」が相当なウエイトに達している。女性では、年齢計で正社員比率が49.3％と、５割をわっていることが注目される。年齢階層別では、もっとも正社員比率の高い20歳台後半でも６割台であり、40歳以上で4割台の正社員比率である。
· 　年齢階層別に雇用形態別の賃金を比較した23-7図と23-8図から、つぎのような事実を読み取ることができる。第一に、男女とも「正社員－非正規社員－短時間労働者」という水準序列がみたれることである。「非正社員」の位置は、「正社員と短時間労働者の中間」というよりも、短時間労働者の水準を若干上回る程度である。

· 　第二に、年齢別賃金カーブの形状が、「正社員」と「非正規社員」「短時間労働者」との間で大きく異なっていることである。「正社員」では、50歳台前半まで賃金は年齢とともに上昇する。所定内では1000円前後の水準から出発して、男性は2500円をこえる水準、女性は1700円の水準にまで到達する。一方「非正規社員」と「短時間労働者」は、フラットな形状となっている。男性の「非正規社員」は1400円にまで達するごくゆるやかな上昇線となっているが、女性では30歳台後半の1158円がピークで、40歳以降は年齢とともに低下傾向をたどる。

· 　第三に、所定内賃金よりも年間賃金の方が、雇用形態別の差が大きいことである。たとえば30歳台後半の所定内賃金の差は、男性で100対68.1対60.3、女性で100対71.8対63.9であるが、年間賃金では、男性100対57.4対49.6、女性で100対61.2対53.2である。年間賃金で差が大きくなるのは、賞与・一時金で所定内賃金よりも相当に大きい差が存在しているからである。
· 　23-9図は、正社員と非正規社員の生涯賃金を比較した結果である。男性高卒、女性高卒それぞれの正社員と非正規社員について、三つのモデル（①転職なし、②35歳で１回転職、③30歳と45歳で2回転職）を設定し、60歳までの生涯賃金を計算したものである。指数はそれぞれの正社員転職なしモデルを100とした比較指数であり、グラフはこの比較指数を図示している。
· 　正社員の「転職なし」と非正規社員の「転職２回」との比較では、男子高卒、女子高卒とも50強の指数となっている。「非正規社員」の身分を続けた場合、生涯賃金は正社員の50～60％にとどまるということである。低い水準にとどまる最大の原因は、23-7図と23-8図が示唆しているように、非正規社員にあっては経験を重ねてもほとんど昇給しない賃金構造にあるということができる。
· 　23-6表と23-10図は、「非正規社員」について経年の傾向をみたものである。賃金センサスで雇用形態別の集計が行われるようになったのは2005年以降であり、2011年まで6年間の推移を追うことができる。23-6表では労働力構成と賃金の平均値、23-10図は正社員水準を100とした非正規社員のパーシェ比較指数の推移を示したものである。この6年間で見る限り、特段の変化はみられず、ほぼ同じ傾向が続いているようである。賞与一時金で2010年の指数が上昇しているが、これは非正規社員の水準が上昇したというより、正社員の水準が下がった結果である。
24　派遣労働者の賃金
	


· 　2007年の産業分類改訂で、それまでは「その他の事業サービス業」に含まれていた「職業紹介・労働者派遣業」が、あらたに「産業中分類」として格上げされることになった。それにより賃金センサスでも、2009年から「職業紹介・労働者派遣業」の集計帳票が利用できることになり、実態がなかなか把握できなかった派遣労働者の賃金について、貴重なデータが得られることになった。
· 　ただしそこに集計されているデータが、派遣労働者の実情を正確に示したものであるかどうかについては、いくつかの吟味が必要である。まず人員であるが、前章でみた「労働力調査」によれば、2011年の派遣労働者は、男性33万人、女性59万人、計93万人であるのに対し、賃金センサス「職業紹介・労働者派遣業」では、男性15万人、女性13万人、計28万人である。総人員が労働力調査よりも相当に少なく、また男性比率が大きくなっている。
· 　その原因としては、派遣元で管理・事務作業に従事する労働者が含まれていることや、「登録型」が実労働日数等の関係から報告がなされず、結果的に労働条件が比較的恵まれた「常用型」中心の集計結果なっていることが考えられる。しかしこのような制約はあるものの、賃金センサスの「職業紹介・労働者派遣業」が貴重なデータであることは間違いない。
· 　24-1図と24-2図は、男女別年齢階層別に産業計正社員と労働者派遣業の所定内賃金と年間賃金を対比したものである。所定内賃金では「派遣業男性」の水準が「正社員女性」の水準を若干上回る水準となっているが、年間賃金では「正社員女性」の水準が上位の傾向となっている。「派遣業女性」の賃金カーブはほとんどフラットの形状で、「昇給」がほとんどないことをうかがわせる。
· 　24-3図は、前章で示した「正社員」「非正規社員」「短時間労働者」の時間あたり所定内賃金の対比グラフに、「派遣業労働者」を付け加えたものである。全体的な傾向として、男女ともに「正社員－派遣－非正規－短時間」という序列を読み取ることができる。ただしここで示した派遣業賃金は、派遣労働者のなかでも比較的恵まれた層のそれである可能性を考慮する必要がある。また男性では派遣、非正規、短時間とも40ないし50歳まで若干の昇給傾向を見出せるのに対し、女性では30歳台がピークで、以後は年齢とともに賃金が低下する傾向となっている。
25　地域別の賃金
	


· 　25-1表は男性の所定内賃金、25-2表は男性の一時金、25-3表は女性の所定内賃金について、全国計の産業計規模計基準のパーシェ式で計算した府県別の賃金水準と分散状況を示したものである。例えば25-1表で、「製造業10～99人規模」の列で、全国計78.1、北海道74.6となっているが、いずれも「全国計産業計規模計」を100とした比較指数である。ブロック別についても計測を行っているが、「北関東甲信」は茨城、栃木、群馬、長野、山梨の合計、「南関東」は埼玉、千葉、神奈川の合計、「北陸」は新潟、富山、石川、福井の合計、「東海」は静岡、愛知、岐阜、三重の合計である。
· 　25-1表男性所定内賃金の産業計規模計についてみると、最高は東京で123.7、最低は青森で74.5、両者の差は49.2ポイントである。この121.8対74.5という差は、「1000人以上規模」と「10～99人規模」の男性規模間格差108.3対94.2、両方の差14.1ポイント（5-1表）と比べると、相当に大きい。ただしこれは、比較方法が異なっていることに注意する必要がある。賃金センサスの都道府県別集計は、「性別年齢階層別」であり、学歴別と勤続階層別データは利用できない制約がある。規模間格差の場合、大企業では高学歴者の比率が高く、標準労働者の比率も高い。その調整を行った後の108.3対94.2、14.1ポイントの差である。しかし地域格差の場合、その調整は行うことができない。一般的に高賃金地域は、高学歴者が多く、標準労働者比率も高い。その調整が可能であれば、前記の地域間格差はより小さいものになるはずである。ちなみに男性の規模間格差を、学歴と勤続年数の調整をしないで行うと、116.5対86.0、両者の差30.5ポイントと、調整後の数値と比較すると、16.2ポイント大きな格差となる。
· 　25-1図は、産業別規模別に地域別賃金の、全国計産業計規模計を100とした分散状況を示したものである。◆は中位数、線分の上端と下端は最高値と最低値、箱の上端と下端は第９十分位と第1十分位を示している。まず上段の「男性所定内賃金」についての分散状況からみていくと、注目されるのは、産業計の分散よりも産業別の分散の方が大きくなっていることである。図ではややわかりにくいので、25-1表から規模計の分散係数（算式は「標準偏差÷平均」）をみていくと、産業計で10.2％に対し、建設業12.6％、製造業11.6％と、いずれも産業計の分散係数よりも大きな数値となっている。卸売小売業は10.0％で、産業計より若干小さくなっている。
· 　「地域差は高賃金産業が特定地域に集積した結果であり、地域間賃金格差は産業間賃金格差に還元できる」という仮説が成立するとすれば、産業毎の賃金分散は産業計の賃金分散よりも小さくなるはずである。したがって、産業毎の分散の方が大きいという事実は、、地域間の賃金格差は高賃金産業が特定の地域に集中した結果ではない、地域間格差は産業間格差に還元できるものではないということを示している。
· 　規模別の分散状況をみると、全体的に小規模企業の分散の方が大企業の分散より大きい傾向となっている。全国規模の大企業では、社内の地域間格差は地場賃金格差より小さくしているということであろう。また建設業と卸売小売業では、小企業の分散係数が規模計のそれより大きくなっている。このことは、地域間の賃金格差は、「大規模企業が特定の地域に集中した結果」ではない、地域間格差は規模間格差に還元できるものではないということをも示している。
· 　25-1図中段は、男性の一時金についての分散状況を示したものである。上段の所定内グラフとは目盛り尺度が大幅に異なっていることに注目してほしい。一時金の分散は、所定内のそれに比べて相当に大きいのである。
· 　産業計の小企業の最高地域は、所定内、一時金ともに東京である。その東京の小規模企業賃金が他地域の大規模企業賃金分布のどこに位置するかをみてみよう。まず所定内賃金では、東京の小規模企業指数は104.7である。大企業の分布特性値をみると、中位数106.3、第１四分位103.9となっており、第1四分位よりも高い水準となっている。具体的には、北海道、新潟、静岡、香川、長崎とほぼ同水準である。しかし一時金では様相が異なる。産業計小規模東京の指数は64.7であり、これは大規模企業の最低地域である沖縄の108.6と比べると、ほぼ44ポイント低い水準である。つまり一時金については、企業規模が断然に大きな決定要因だということである。
· 　下段の女性・所定内のグラフに目を移すと、ここでの特徴点は、男性所定内に比べると、分散状況に規模間の差があまり見られないことである。これは産業計と卸売小売業でとくに顕著である。例えば卸売小売業の小企業最高水準は神奈川の106.5、ついで東京の106.0であるが、その水準は卸売小売業大企業の第9十分数99.7を大幅に上まわっている。女性の所定内賃金では、男性の一時金とは正反対に、企業規模よりも地域が賃金の大きな決定要因だということである。
· 　25-2図は、産業計・規模計の所定内賃金パーシェ指数について、男女別にランキングを示したものである。男女ともに東京の水準が突出している。次いで、東名阪圏の府県が続いている。下位に目を転じると、最低は、男女とも青森となっている。東北と南九州地域が低位となる傾向である。
· 　25-4表から25-7表は、産業計男性の府県別パーシェ指数について、1985年から2011年まで26年間の推移を追ったものである。25-4表は規模計の所定内賃金、25-5表は規模計の一時金、25-6表は「10～99人規模」の所定内賃金、25-7表は「10～99人規模」の一時金についてである。25-8表は、女性短時間労働者の平均時給の推移を、府県別にみたものである。「地域間の賃金の分散は拡大しているのかどうか」という観点から五つの表をみていこう。
· 　25-3図は、産業計男性の四つの分散係数（「分散係数÷平均値」の算式で計算、単位％）と、地域別女性短時間労働者平均時給（産業計規模計）についての分散係数の推移を示したものである。まず気がつくことは、企業規模のいかんにかかわらず、所定内賃金の分散に比べて一時金の分散は相当に大きいことである。一時金分散係数の推移をみると、バブル経済期に格差が拡大し、90年前後がピークとなる。以後格差はゆるやかな縮小に向かい、90年代後半は平行線であるが、2001年以降格差は急激に拡大の方向に向かっている。所定内でも、一時金ほどドラスティックではないものの、90年前後に格差のピークがあり、それ以降は縮小に向かう。2000年以降の動きとしては、規模計、「10～99人規模」とも持ち合い状況である。
· 　女性短時間労働者の時給に目を移すと、所定内賃金よりもさらに小さい分散であることがわかる。短時間労働者の地域間格差は、一般労働者のそれよりも小さいということである。推移をみると、90年代前半まで格差拡大傾向であったが、95年以降縮小傾向に転じている。2005年に格差が拡大しているが、これは19章で指摘した集計職種構成の変化が影響しているものと考えられる。2000年以降の傾向は「横ばい」ということができよう。
· 　経年の傾向を別な角度からみるために作成したのが、産業計規模計男性所定内賃金についての25-4から25-8までの五つの図である。25-4図は、特性値の推移を示している。最高と最低に着目すると、90年代末以降、分散は拡大の傾向であることが読み取れる。子細にみると、最大値は右上がり、第９十分位、第３四分位、中位数は若干の右下がり、第1四分位、第１十分位は平行線、最小値は右下がりの傾向となっている。このことから90年代末以降の動きは、全体的な分散が拡大しているとはいえず、最上位地域のみが上昇し、最下位地域のみが下降する傾向となっていることが特徴的である。
· 　それに対して80年代後半の「バブル経済期」の格差拡大は、最上位地域の上昇と同時に、第１四分位以下の地域が下降することによって生じたもののようである。
· 　25-5図は、11の地域ブロック別の水準動向を示したものである。もっともドラスティックな動きを示しているのが東京で、2000年以降ほぼ5ポイントの上昇である。近畿は2000年以降、ゆるやかな低下傾向をたどっている。南関東と、北関東甲信は、2000年まで上昇傾向だったが、それ以降下降に転じている。「元気がいい」といわれていた東海地域も2000年以降は上昇傾向とはいえず、ほぼ平行線の状態である。その他の下位グループも、上昇傾向を発見できる地域は見あたらない。
· 　近年の動向の特徴をより明確に把握するために作成したのが25-6図である。ここでは東京、大阪、愛知、神奈川の高賃金グループ４都府県の指数を25-4表から取り出し、グラフ化したものである。まず大阪であるが、90年代末からの低下傾向が明らかである。愛知は、1990年以降ごく緩やかな上昇傾向が指摘できるものの、近年は持ち合い状態である。神奈川は99年までは上昇傾向にあったものの、それ以降は持ち合い傾向である。このことから、2000年以降の局面で上昇したのは東京のみであることがわかる。
· 　4都府県の動向を「10～99人規模」の所定内賃金でみたのが25-7図である。凹凸が激しく、規模計の25-6図ほど明瞭ではないが、「東京の独歩高」傾向をここでも指摘することができる。ただし2011年の東京は、大きく位置を下げている。
· 　25-8図は、男性の地域別の賃金水準と有効求人倍率の相関状況を示したものである。「有効求人倍率の数値が高い地域では、賃金水準も高い」という「労働市場原理」が成立しているかどうかをみてみると、必ずしもそうはなっていないことがわかる。例えば神奈川、千葉、埼玉は、賃金水準が高いにもかかわらず、有効求人倍率は0.5程度である。逆に鳥取、島根は賃金水準が低いにもかかわらず、有効求人倍率は0.7以上である。
· 　25-9図は1964年から2011年までの男性の府県別賃金水準と有効求人倍率の相関係数の推移を示したものである。左目盛りの折線で「パ－シェ指数（1982～2011年）」と「35～39歳所定内賃金（1964～2011年）」ふたつの賃金指標と有効求人倍率の相関係数を示し、右目盛りの棒で全国平均の有効求人倍率を示している。25-8図でしめした2011年のパーシェ指数と有効求人倍率の相関係数は0.247であり、2010年に続き統計学的には「有意な相関関係とはいえない」という計測結果となっている。
· 　有意な相関関係がみられるかどうか（＊で表示）に着目して1964年以降の推移をみると、1990年代がきわめて特殊な時代であったことがわかる。1990年までは、1986年を唯一の例外として、「有意な相関関係」がみられ、相関係数の0.3以上の数値を示していた。しかし1991年以降、「有意性」がみられなくなり、相関係数は急降下し、93年から99年まではマイナスの数値に転じている。逆相関、つまり「有効求人倍率が低い地域で賃金水準が高い」という現象さえ生じていたのである。
· 　2001年以降、相関係数は再上昇して、「有意性」も復活し、「有効求人倍率が高い地域で賃金水準が高い」という正常な状況に立ち戻っている。ただし2010年と2011年は、1990年代の状況が再現される結果となっている。
· 　25-10図は、府県別の男性賃金指数（2011年産業計規模計のパーシェ指数）と2011年10月に改定された地域最賃額の相関状況をみたものである。全体的に順相関を示しているが、茨城、奈良、宮城、香川、徳島が賃金水準との比較で最賃額が低く設定されていることがわかる。逆に北海道と新潟は、最賃額が高く設定されている。青森、沖縄、秋田、岩手、山形、宮崎、佐賀については、最賃額の下支えがなされているといえよう。
· 　25-11図は、府県別の短時間労働者平均時給（産業計規模計女性）と地域最賃額の相関状況をみたものである。
26　５～９人規模企業の賃金
	


· 　賃金センサスで「企業規模計」といえば、「企業規模10人以上」を指しているのであるが、従業員数が10人に満たない企業についても、調査は行われており、「５～９人規模」として特別集計的な扱いで発表されている。集計労働者数は95万人で、規模計（10人以上規模）1952万人に対する比率は、4.9％である。以下、産業計５～9人規模の賃金についてみていくことにする。
· 　26-1表は、規模計（10人以上規模）を基準として、パーシェ式の方法で企業規模ごとの水準を、指数で示したものである。所定内賃金、一時金、年間賃金の三つについて計算結果を示しているが、5～9人規模の所定内「総計（性学歴計）」をみると92.8であり、10～99人規模の94.1と比べるとわずかに1.3ポイント低いだけであり、「意外に低くない水準」ということができる。
· 　26-1図は、それを棒グラフで示したものである。左側は所定内、右側は一時金についてのものである。それぞれ、総計、男性高卒、男性大卒について、企業規模ごとの指数を示している。図をみてまず気がつくことは、一時金については所定内より相当に大きい格差となっていることである。所定内の「総計」の1000人以上規模対５～9人規模は107.9対92.8で、15.1ポイントの格差であるのに対し、一時金では126.8対45.6で81.2ポイントの格差である。年間賃金では111.8対85.0で、26.8ポイントの格差である。
· 　学歴別にも違いがあることがわかる。1000人以上規模と５～9人規模との所定内賃金差は、男性高卒は7.5ポイントであるのに対し、大卒では28.4ポイントの差である。
· 　26-2表と26-2図、26-3図は、規模間格差の推移を示したものである。26-2図にそって所定内賃金の5～9人規模の推移に着目すると、1998年まで水準を上昇させていったことがわかる。85年当初は10～99人規模との差が3～4ポイントあったものが次第に縮小し、98年にはわずかながら10～99人規模の水準を上まわるに至っている。99年と00年に急下降し、それ以降は持ち合い傾向となっていたが、2010年以降再下降している。
· 　26-3図の一時金推移に目を移すと、2000年までは平行線、それ以降は規模間格差の拡大傾向が始まり、５～９人規模の落ち込みは、10～99人規模より大きなものとなっている。
